2016年11月27日～28日
共同世論調査、共闘、南スーダン、政局、沖縄、カストロ、社説
「米軍駐留費増は不要」が86％　内閣支持60％に上昇、世論調査
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安倍内閣支持率の推移

　共同通信社が26、27両日実施した全国電話世論調査によると、米国のトランプ次期大統領が選挙戦で負担増に言及した在日米軍駐留経費（思いやり予算）について「日本の負担を増やす必要はない」との回答が86.1％に上った。内閣支持率は60.7％で、前回10月の53.9％から上昇した。支持率が60％を超えるのは、2013年10月26、27両日調査以来。不支持率は30.4％だった。

　安倍晋三首相がトランプ氏や、ロシアのプーチン大統領らと相次いで会談するなど首脳外交を展開したことが支持率アップにつながった可能性がある。

核禁止交渉に参加、支持70％超　決議反対には賛否拮抗

共同通信2016/11/27 19:02

　国連総会第1委員会（軍縮）で先月、核兵器禁止条約の制定交渉を来年3月に開始する決議が賛成多数で採択された際、唯一の被爆国である日本政府は反対票を投じたが、共同通信の世論調査に対し、71.1％が交渉には参加するべきだと回答、参加するべきではないの17.5％を大きく上回った。分からない・無回答は、11.4％だった。

　米国など核保有五大国は、核禁止条約に強く反発。段階的な核軍縮を訴える日本は、国際社会の分断を深めるとして決議に反対したが、岸田文雄外相は条約交渉には参加する意向を表明した。決議への反対は45.7％が支持、不支持は46.1％で賛否が拮抗した。

米軍駐留費増「不要」８６％　ＴＰＰ「慎重に」６９％　世論調査

東京新聞2016年11月28日 朝刊
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　共同通信社が二十六、二十七両日実施した全国電話世論調査によると、米国のトランプ次期大統領が選挙戦で負担増に言及した在日米軍駐留経費（思いやり予算）について「日本の負担を増やす必要はない」との回答が８６・１％に上った。内閣支持率は６０・７％で、前回十月の５３・９％から上昇した。支持率が６０％を超えるのは、二〇一三年十月二十六、二十七両日調査以来。不支持率は３０・４％だった。

　安倍晋三首相がトランプ氏や、ロシアのプーチン大統領らと相次いで会談するなど首脳外交を展開したことが支持率アップにつながった可能性がある。

　思いやり予算の設問では「増やした方がよい」は９・２％だった。首相は引き続き、駐留が双方の利益だと訴え、経費の現行水準維持に理解を求める構えだ。

　年金支給額の抑制を強化する年金制度改革法案の賛否を問うと、反対（５８・０％）が賛成（３３・８％）を上回った。

　日ロ交渉を巡って、北方領土問題を進展させるためにロシアへの経済協力を強化することに反対との回答は５３・２％。賛成は３６・６％だった。十二月に山口県で実施される首脳会談での領土問題の進展について尋ねると「期待しない」が７０・０％に対し「期待する」は２７・３％にとどまった。

　トランプ氏の登場による日米関係の変化に関する問いでは「変わらない」が４６・０％で最も多かった。「悪くなる」は３７・０％で、「良くなる」は６・８％。

　トランプ氏の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の脱退表明を巡る今後のＴＰＰ対応について「米国が脱退しても進めた方がよい」との回答（４３・５％）と「脱退するなら進める必要はない」（４３・２％）が拮抗（きっこう）した。ＴＰＰ関連法案などを今国会で成立させることについては「今国会にこだわらず慎重に審議するべきだ」（６９・４％）と「成立させる必要はない」（１２・６％）の否定派が多数を占めた。

　政党支持率は、自民党４４・９％、民進党８・０％、公明党３・９％、共産党３・４％、日本維新の会４・１％、自由党０・４％、社民党１・７％、日本のこころを大切にする党０・１％、「支持する政党はない」とした無党派層は３１・９％だった。

＜在日米軍駐留経費＞　在日米軍の駐留にかかる費用の日本側が負担している分で「思いやり予算」とも呼ばれる。日米地位協定上、日本に支払い義務はない。１９７８年度予算で当時の金丸信防衛庁長官が「思いやりを持って対処する」と発言。負担が始まった。８７年度以降は特別協定を結び、従業員の給与や水道・光熱費、訓練移転費も負担している。日米は２０１６年１月に新たな特別協定に署名。１６年度から５年間の負担総額は約９４６５億円の見込みだ。

 

思いやり予算「増額不要」86％　共同通信社調査 
日経新聞2016/11/27 21:48
　共同通信社が26、27両日実施した全国電話世論調査によると、米国のトランプ次期大統領が選挙戦で負担増に言及した在日米軍駐留経費（思いやり予算）について「日本の負担を増やす必要はない」との回答が86.1％に上った。「増やした方がよい」は9.2％。内閣支持率は60.7％で、前回10月の53.9％から上昇した。支持率が60％を超えるのは、2013年10月26、27両日調査以来となる。不支持率は30.4％だった。
　年金支給額の抑制を強化する年金制度改革法案の賛否を問うと、反対（58.0％）が賛成（33.8％）を上回った。
　日ロ交渉を巡って、北方領土問題を進展させるためにロシアへの経済協力を強化することに反対との回答は53.2％。賛成は36.6％だった。12月に山口県で実施される日ロ首脳会談での領土問題進展に関して尋ねると「期待しない」が70.0％に対し「期待する」は27.3％にとどまった。
　トランプ氏による環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の脱退表明を巡る今後の対応について「米国が脱退しても進めた方がよい」との回答（43.5％）と「脱退するなら進める必要はない」（43.2％）が拮抗した。ＴＰＰ関連法案などを今国会で成立させることに関する設問では「慎重審議」と「成立させる必要はない」の回答を合わせ、計82.0％が否定的だ。〔共同〕
内閣法制局 安保法 政府見解など整理した冊子取りまとめ
ＮＨＫ11月28日 5時08分
内閣法制局は、安全保障関連法に関する政府見解などを整理した冊子を初めて取りまとめ、集団的自衛権の行使容認は日本の自衛を目的とした限定的なものだと強調する一方、憲法解釈の変更は一般に慎重でなければならないなどと明記しています。
内閣法制局は、集団的自衛権の行使を容認することなどを盛り込んだ安全保障関連法をめぐり、国会審議に備えて政府見解などを体系的に整理した「憲法関係答弁例集」の「第９条・憲法解釈関係」を取りまとめました。
内閣法制局が、安全保障関連法をめぐって、こうした冊子を作成したのは初めてで、ＮＨＫは情報公開請求で５４９ページに及ぶ冊子を入手しました。
それによりますと、行使が容認される集団的自衛権について、「安全保障環境の変化により、他国に対する武力攻撃でも我が国の存立を脅かすことも起こり得る。我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃を契機とする武力の行使を認めるにとどまる」などと、日本の自衛を目的とした限定的なものだと強調しています。
そのうえで、集団的自衛権の行使を憲法解釈の変更によって容認したことについて、「日本の防衛のためやむを得ない必要最小限のもので、憲法上、許容される」としています。
一方で、憲法解釈の変更について、「一般に政府が自由にできるものではなく、慎重でなければならない」としています。
日本パグウォッシュ会議　軍事研究に危機感共有　初総会
毎日新聞2016年11月27日 21時13分(最終更新 11月27日 21時13分)
　核兵器と戦争の廃絶を目指す科学者らの国際団体「パグウォッシュ会議」の国内組織「日本パグウォッシュ会議」が体制を強化して再出発し、東京都内で２７日、初総会を開いた。軍事と科学者との距離が縮まっていることへの危機感や、科学者の社会的責任の重要性を共有し、政府や世界に向けて積極的に提言する方針を確認した。 
　同会議には国内の研究者４１人が参加、総会には１７人が出席した。物理学者の小沼通二・慶応大名誉教授らが、軍事研究を巡る現在の問題点を説明。会員からは「軍事研究に寛容な傾向のある若い研究者への働きかけが重要」といった意見が出た。今後公開シンポジウムを開催する。 
　代表の鈴木達治郎・長崎大教授（原子力工学）は「当面の課題として軍事研究問題に取り組み、市民社会とも連携を深めたい」と目標を語った。【千葉紀和】 
しんぶん赤旗2016年11月28日(月)

憲法生かす社会へ共同を　はたらく女性の中央集会終わる
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（写真）第61回はたらく女性の中央集会で「パートの均等待遇を」「最低賃金上げてよね」とコールする参加者＝27日、高知市


　高知市内で開かれていた第６１回はたらく女性の中央集会（同実行委員会主催）は２７日、全体会を行い、閉幕しました。各地の労働組合や中小業者、農民団体の女性部などからのべ１１００人が参加。憲法を守り生かし、真に女性が輝く社会の実現へ共同を広げることを確認しました。

　雇い止めやマタハラ裁判の当事者らが決意や思いを訴えました。資生堂の非正規切りとたたかい続けてきた女性は争議の勝利和解を報告。「泣き寝入りせずに声を出してたたかえば道は開かれます」と訴えると、会場の参加者から大きな拍手が送られました。

　主催者あいさつで長尾ゆり実行委員長（全労連副議長）は「憲法は暮らしや職場にこそ生かされなければいけない」と強調。憲法違反の戦争法は廃止、過労死するほどの長時間労働を容認する社会を変える共同を広げようと訴えました。

　大西玲子事務局長が基調報告。女性が非正規を選ばざるをえない状況や人員不足によるハラスメントの増加を指摘。「職場の中から労働条件を改善していくたたかいを広げていこう」と話しました。

　全日本おばちゃん党代表代行の谷口真由美さんが記念講演。高知県労連の田口朝光委員長が特別報告。最後に「女性の活躍いうのなら　パートの均等待遇を」などと全員でコールしました。

　公務員の女性（２８）＝高知県＝は「組合活動の意義を再確認した。いい職場にしていくため、今後は自分が一歩進んで活動していきたい」と話しました。

野党共闘「魂売らぬ」＝野田民進幹事長
　民進党の野田佳彦幹事長は２７日、地元の千葉県船橋市内で開いた会合で、共産党を含めた野党共闘について「私は自衛官のせがれで、（自衛隊解消を綱領に掲げる）共産党に対する意識は、どなたよりも強烈だ。魂は売らない」と述べ、理解を求めた。
　野田氏は「今の（自民党）１強を崩していくことに最大の意味がある」と強調。この後、記者団の取材に対し、共産党が求める共通政策の策定や相互推薦に関しては「できる限りの協力の中で、判断していかなければならない」と述べるにとどめた。（時事通信2016/11/27-18:21）
共産共闘に野田幹事長「握手くらいは」　「魂は売らぬ」
朝日新聞デジタル2016年11月27日23時59分
　民進党の野田佳彦幹事長は２７日、次の衆院選に向けた共産党との選挙協力について、地元・千葉県船橋市での支持者向けの会合で「握手くらいは、やらないといけない。魂を売るわけではないが、どういう協力をするかは真剣に考えていく」と理解を求めた。
　幹事長就任前の６月には、民進を血液型のＡ型、共産をＢ型にたとえ、「輸血してもらったら、死んじゃうかもしれない」と両党の共闘を批判していた。
　この日は「野党がバラバラで一つの選挙区で自民党、公明党の候補者と戦うにはまだまだ力不足」と述べ、野党候補の一本化の必要性を強調。「輸血」発言を振り返ったうえで、「ビジネスでは握手だけでなく、カラオケに行って一緒にマイクを握ることもある。だが、魂を売るわけではないし、一緒に住む話でもない」と語った。
　会合後、記者団に、民進の「魂」について「結党の理念や基本政策」と説明。共産党が求めている相互推薦や共通公約などについては「場合によっては、（「魂を売らない」対象に）かかるものもあるかもしれない」と述べた。
自由・小沢氏「年内に野党共闘構築」　早期解散を想定 
日経新聞2016/11/27 18:40
　自由党の小沢一郎共同代表は27日、盛岡市での党会合で、早期の衆院解散を想定し、民進党などとの野党共闘を年内に構築すべきだとの考えを示した。「年末か年始の衆院解散を前提に選挙準備を進めている。今後の１カ月で何としても野党の連帯の形をつくり上げたい」と述べた。
　共闘の在り方については「単に候補者を一本化しただけでは自公政権を倒せない。野党全体で支援態勢を構築し、力を合わせないといけない」と強調した。会合終了後には「本当の野党共闘ができたら、自民党の衆院選での獲得議席は100程度にまで減り、野党が圧勝する」と語った。〔共同〕
産経新聞2016.11.27 20:38更新 
自由党の小沢一郎代表「年内に野党共闘を構築すべきだ」　早期の衆院解散を想定
　自由党の小沢一郎共同代表は２７日、盛岡市での党会合で、早期の衆院解散を想定し、民進党などとの野党共闘を年内に構築すべきだとの考えを示した。「年末か年始の衆院解散を前提に選挙準備を進めている。今後の１カ月で何としても野党の連帯の形をつくり上げたい」と述べた。
　共闘の在り方については「単に候補者を一本化しただけでは自公政権を倒せない。野党全体で支援態勢を構築し、力を合わせないといけない」と強調した。会合終了後には「本当の野党共闘ができたら、自民党の衆院選での獲得議席は１００程度にまで減り、野党が圧勝する」と語った。

小沢一郎氏 
南スーダン政府、ＰＫＯ増派受け入れ　首都に４千人規模
朝日新聞デジタル渡辺丘2016年11月28日01時47分
　南スーダン政府は、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に携わる４千人規模の「地域防護部隊」の首都ジュバへの受け入れを決めた。ＡＦＰ通信によると政府高官が２５日、閣議決定したことを明らかにした。具体的な配備時期は明らかになっていない。
　政府軍と反政府勢力の７月の大規模戦闘を受け、国連安全保障理事会は８月、同部隊の追加派遣を決定。市民保護のためにより積極的な武力行使に踏み切る権限を認めた。南スーダン政府は当初、「主権の侵害」などと受け入れに難色を示していた。
　主要な参加予定国の一つだったケニアは自国出身の軍司令官の更迭を理由に、撤退を表明した。（渡辺丘）
南スーダン　ＰＫＯ増派受け入れへ
毎日新聞2016年11月27日 20時24分(最終更新 11月27日 20時24分)
　【ヨハネスブルク小泉大士】南スーダン政府高官は２６日、国連安全保障理事会が追加派遣を決めた４０００人規模の「地域防護部隊」の受け入れに応じる方針を明らかにした。 
　ロイター通信によると、コルディット副情報相は「（閣議で）無条件で受け入れることを決めた」と述べ、国連側と受け入れの時期などについて調整を進めると説明した。 
　首都ジュバでは７月、政府軍と反政府勢力の戦闘が再燃。安保理は市民保護や国連施設などの防衛強化のため、地域防護部隊の派遣を決定した。約１万２０００人規模の国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊に追加する形で、より強い武力行使の権限を認めている。 
　これに対し、南スーダン政府は「主権の侵害」と反発。９月に安保理の大使が現地を訪問した際は、いったん受け入れを表明したが、その後も部隊の規模や装備、警備対象施設などをめぐり調整が難航していた。 
　ジュバでは陸上自衛隊の部隊もＰＫＯに参加している。 
「宿営地に砲撃、応射」　南スーダンＰＫＯバングラ隊長
朝日新聞デジタルジュバ＝渡辺丘2016年11月27日20時22分

銃撃戦があったビルの方向に銃を構えるバングラデシュ部隊の隊員。この監視所も砲撃されたという＝２４日、渡辺丘撮影






　南スーダンの首都ジュバで７月に起きた政府軍と反政府勢力の大規模戦闘で、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊が駐留する国連宿営地の建物などに被害が出ていた。自衛隊の宿営地と近接するバングラデシュ隊のエムラン・ブイヤ隊長（３９）が、朝日新聞の取材に明らかにした。
　隊長によると、２日間にわたり、自衛隊の宿営地近くで建設中の９階建てビルの方向から砲撃があった。「バングラデシュ隊の宿営地に砲撃してきた。国連施設内に逃げてくる女性や子どもらが危険にさらされていたので応射した」
　隊員は単発式の銃で計４４発応射。バングラデシュ隊の宿営地では隊舎の一部が壊れたほか、監視所、車両の窓などが破損したという。「人がいたら、致命的な結果になっていた」「相手はよく見えず、砲撃音から方向がわかった。我々を意図的に狙ったとは思わない」などと述べた。
　バングラデシュ軍は、自衛隊と同様に道路整備などを担う施設部隊約２７０人を派遣する。７月の戦闘は、現在の部隊に交代して１カ月後に起きた。「その前は平穏だったので、戦闘は想定外だった。隊員や市民に被害が及ばないようにすることを考えた」と語った。
　南スーダンＰＫＯの主任務は当…【続きあり】
政府、対北朝鮮でミサイル防衛費　3次補正編成へ

共同通信2016/11/27 19:47

　政府は27日、追加歳出を盛り込んだ2016年度第3次補正予算案を編成する方針を固めた。北朝鮮の相次ぐ弾道ミサイル発射を踏まえ、地上の地対空誘導弾パトリオット（PAC3）の能力向上のための改修費用など、ミサイル防衛の関連経費を計上する。今夏以降の台風や地震被害などに対応し、災害復旧費用も積み増す。

　12月中～下旬に閣議決定し、年明けの通常国会に提出する。経済対策費の計上は見送り、追加の歳出は数千億円規模となる見通しだ。

　3次補正の財源は、低金利で国債（借金）の利払い費が浮いた分などを充て、国債の追加発行はしない見込み。

陸自システムに侵入、情報流出か　サイバー攻撃、高度な手法

共同通信2016/11/28 02:18
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通信ネットワーク「防衛情報通信基盤」の巨大鉄塔＝東京・市谷の防衛省

　防衛省と自衛隊の情報基盤で、駐屯地や基地を相互に結ぶ高速・大容量の通信ネットワークがサイバー攻撃を受け、陸上自衛隊のシステムに侵入されていたことが27日、複数の同省関係者の話で分かった。防衛省が構築した堅固なシステムの不備を突く高度な手法と確認された。詳細な記録が残されておらず、被害の全容は判明していないが、陸自の内部情報が流出した可能性が高い。

　複数の自衛隊高級幹部は「危機的で相当深刻な事態だ。早急に再発防止策を講じる必要がある」と強調。一方、情報セキュリティーを担当する防衛省の斎藤雅一審議官は「個別の案件には答えられない」とコメントした。

陸自　システム侵入被害　サイバー攻撃、情報流出か

東京新聞2016年11月28日 朝刊 
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　防衛省と自衛隊の情報基盤で、駐屯地や基地を相互に結ぶ高速・大容量の通信ネットワークがサイバー攻撃を受け、陸上自衛隊のシステムに侵入されていたことが、複数の同省関係者の話で分かった。防衛省が構築した堅固なシステムの不備を突く高度な手法と確認された。詳細な記録が残されておらず、被害の全容は判明していないが、陸自の内部情報が流出した可能性が高い。　

　複数の自衛隊高級幹部は「危機的で相当深刻な事態だ。早急に再発防止策を講じる必要がある」と強調。一方、情報セキュリティーを担当する防衛省の斎藤雅一審議官は「個別の案件には答えられない」とコメントした。

　防衛省は外部接続を制限するなど防御態勢を強化してきたが、それを上回る高度な手法から国家などが関与した組織的攻撃の疑いが強い。九月ごろに確知し、直後にサイバー攻撃への警戒レベルを引き上げた。

　関係者によると、攻撃を受けたのは、防衛省と自衛隊が共同で利用する通信ネットワーク「防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）」。接続する防衛大と防衛医大のパソコンが不正アクセスの被害に遭ったとみられる。このパソコンを「踏み台」として利用した何者かが、陸自のシステムにも侵入した可能性が高い。防衛省は確知後、防衛省・自衛隊全体でインターネット利用を一時禁止した。

　防衛大と防衛医大は、全国の大学が参加する学術系のネットワークにも入っている。このネットワークを経由して攻撃されたもようだ。

　ＤＩＩはインターネットに接続する「部外系システム」と、関係者が内部情報をやりとりする「部内系システム」に分かれている。電子メールを通じてコンピューターウイルスが入り込むことなどを防ぐため、二つのシステムは分離して運用されている。ただ、個々のパソコンは両方のシステムに接続し、切り替えながら利用する仕組みで、切り離しは完全ではなかった。攻撃者はこの仕組みを悪用したとみられるという。

＜サイバー攻撃＞　政府機関や企業の情報通信システムに不正侵入し、機密情報を盗み出したり、データを破壊したりする行為。電子メールでコンピューターウイルスを送りつけ、感染したパソコンを遠隔操作する手口が目立つ。大量のデータを送信してサーバーに過大な負荷をかけ、サイトを閲覧できないようにする手法もある。２０１１年には国内で防衛産業を狙った大規模攻撃が明らかになり、セキュリティー対策が進む契機となった。

２８日に与党党首会談＝国会延長幅を協議
　安倍晋三首相（自民党総裁）は２８日午後、公明党の山口那津男代表と国会内で会談し、今月３０日までの今国会会期の延長幅について協議する。年金制度改革法案などの審議の行方や、日ロ首脳会談などの外交日程を見据え、最終判断する考えだ。政府・与党は、１２月１０日または同１４日まで延長する案を軸に検討しており、２９日の衆院本会議で議決する方針だ。
　自民党の下村博文幹事長代行は２７日、東京都内で記者団に、年金法案と環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の今国会成立に向け、「あまり長く延ばさないで、タイトだが必ず両法案が通る前提で会期延長を考えるだろう」と語った。
　ＴＰＰ承認案は１２月９日に憲法の規定で自然承認されるため、与党は少なくとも同１０日までの延長幅は確保する方針。首相とロシアのプーチン大統領による会談が同１５日に控えていることを踏まえ、今国会で年金法案を成立させるために必要な延長幅を確保する考えだ。
　年金法案について、与党が２９日に衆院を通過させる考えなのに対し、民進党などは「年金カット法案」と非難して徹底抗戦する構え。会期延長にも反対する方針だ。同党の野田佳彦幹事長は２７日、千葉県船橋市内での会合で「採決に至るまでの運びについて委員長の責任は大きい」と述べ、衆院厚生労働委員会の丹羽秀樹委員長（自民）の解任決議案提出を示唆した。（時事通信2016/11/27-19:42）
会期延長幅で28日党首会談　与野党攻防がヤマ場へ

共同通信2016/11/27 16:18

　政府、与党は28日午後、安倍晋三首相と公明党の山口那津男代表による党首会談を国会内で開き、30日までの国会会期の延長幅を決定する。10～14日程度とする案が浮上。与党は年金制度改革法案を29日の衆院本会議で採決し通過させる方針だ。猛反発する民進党は塩崎恭久厚生労働相の不信任決議案などの提出も検討しており、会期末を控えた攻防がヤマ場を迎える。

　与党は28日、党首会談に先立ち、衆参の幹事長と国対委員長らが協議。自民党の二階俊博幹事長が党首会談を経て大島理森衆院議長に会期延長を申し入れる段取りだ。

産経新聞2016.11.27 21:16更新 
国会延長幅、２８日の自公党首会談で決定　自民・竹下亘国対委員長は「２段階」示唆　年金改革法成立を目指す

自民党の竹下亘国対委員長 
　自民党の竹下亘国対委員長は２７日、３０日までの臨時国会の会期を小幅延長した上で、年金制度改革法案などの審議状況次第で再延長する意向を示した。松江市内で記者団に「規則で２回延長できることも考慮しなければならない。１回の延長で（法案の処理が）全て仕上がらないことはあり得る」と述べた。
　政府・与党は１２月１０日までの延長を軸に、長くても１４日までの延長を視野に調整している。ただ、竹下氏は、年金制度改革法案を今後審議する参院自民党から「（日程が）相当苦しい」と伝えられていると説明。１５日の日露首脳会談なども考慮し、２４日まで再延長する「２段階延長」案も浮上している。
　国会法は臨時国会の延長を２回までと定めている。会期幅は安倍晋三首相（自民党総裁）と公明党の山口那津男代表の２８日の会談で最終的に決定する。
　一方、自民党の茂木敏充政調会長は２７日のＮＨＫ番組で「国民が安心できる年金制度をつくることは本当に緊急の課題だ」と述べ、延長国会での年金制度改革法案成立に重ねて意欲を示した。同じ番組で民進党の大串博志政調会長は「十分な審議を行わず強行採決した。会期を延長してまで成立させようとするのは言語道断だ」と批判した。
年金法案、緊急に成立を＝自民政調会長－民進「政府の説明不十分」
　自民党の茂木敏充政調会長は２７日、与野党の政策責任者が出演したＮＨＫの番組で、年金制度改革法案について「国民が安心できる年金制度だ。緊急に成立させる必要がある」と語った。公明党の石田祝稔政調会長も「（今国会の）会期を延長して、その範囲で成立させたい」と述べた。
　茂木氏は「将来にわたって（年金受給者の）所得代替率５０％を確保し、確実に将来世代が年金を受け取れるようにする」と世代間バランスの重要性を強調。石田氏は「現役世代の給料が下がったときには、申し訳ないが（現在の受給世代には）辛抱いただく」と説明した。
　一方、民進党の大串博志政調会長は政府の試算の甘さを指摘した上で「政府のしっかりした説明がない中で年金の根幹を変える法律には賛成できない」と主張。「十分な審議も行われない中、会期を延長してまで成立させるのは言語道断」と与党側の姿勢を批判した。（時事通信2016/11/27-12:55）
年金制度改革法案 衆院通過めぐり 与野党の攻防激化へ
ＮＨＫ11月28日 4時50分
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、与党側は、２９日に衆議院を通過させたうえで、３０日までの会期を延長して今の国会での成立を図る方針です。これに対し、民進党などは、会期延長に反対するとともに、衆議院厚生労働委員長の解任決議案などの提出も視野に入れて衆議院通過の阻止を目指す考えで、与野党の攻防は激しさを増す見通しです。
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案は、先週、衆議院厚生労働委員会で、民進党と共産党が抗議する中、採決が行われ、自民・公明両党と日本維新の会の賛成多数で可決されました。
これを受けて、与党側は、自民党の茂木政務調査会長が「困っている人たちが年金を受け取り、将来世代も自分の年金について安心できる制度を作ることは緊急の課題だ」と述べるなど、２９日に衆議院を通過させたうえで、３０日までの会期を延長して今の国会での法案の成立を図る方針です。
会期延長について、政府・与党は２８日、安倍総理大臣と公明党の山口代表の党首会談を行い、来月１５日に山口県で安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領の首脳会談が行われることなどを踏まえて延長幅を決める方針です。
これに対して、民進党の野田幹事長は「老後の暮らしに関わる大事な議論にもかかわらず、なぜ、こんなに急ぐのかよくわからない」と述べ、政府・与党の対応を批判しました。
民進党などは「強行採決し、会期延長までして法案を成立させるのは言語道断だ」などと反発を強めていて、会期延長に反対するとともに、自民党の丹羽衆議院厚生労働委員長の解任決議案や、塩崎厚生労働大臣に対する不信任決議案の提出も視野に入れて、衆議院通過の阻止を目指す考えで、与野党の攻防は激しさを増す見通しです。
民進幹事長 会期延長反対 年金改革法案の成立阻止を
ＮＨＫ11月27日 18時58分
民進党の野田幹事長は千葉県船橋市で記者団に対し、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の取り扱いについて、政府・与党が成立に向けて検討している今の国会の会期延長に反対し、成立阻止を目指す考えを強調しました。
この中で野田幹事長は、年金制度改革関連法案の国会審議について、「老後の暮らしに関わる大事な議論にもかかわらず、政府が出している試算は極めていいかげんで、議論の基本的な土俵を作ろうとしていない。なぜ、こんなに急ぐのかよくわからない」と述べ、政府・与党の対応を改めて批判しました。
また、野田氏は「衆議院厚生労働委員会の運営には、明らかに問題がいっぱいあり、委員長の責任は大きい。加えて政府側も、答弁の在り方など十分でない点がいっぱいあった」と述べ、丹羽衆議院厚生労働委員長の解任決議案や、塩崎厚生労働大臣に対する不信任決議案の提出も検討していく考えを示しました。
そのうえで、野田氏は「われわれは、１１月３０日までという定められた会期の中で審議を尽くすのが基本姿勢だ」と述べ、政府・与党が法案の成立に向けて検討している今の国会の会期延長に反対し、成立阻止を目指す考えを強調しました。
自民政調会長 年金改革法案 会期延長し成立図る
ＮＨＫ11月27日 12時30分
自民党の茂木政務調査会長は東京都内で記者団に対し、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、「将来世代が安心できる制度を作るものだ」として、今月３０日までの会期を延長して今の国会での成立を図る考えを示しました。
この中で茂木政務調査会長は、２５日衆議院厚生労働委員会で年金制度改革関連法案の採決が行われた際、民進党が抗議したことについて、「具体的な対案を出さずに、『反対、反対』という姿勢で、『提案型の野党』と言っていたのとはずいぶん違う」と批判しました。
そのうえで茂木氏は「本当に困っている人たちが年金を受け取り、将来世代も自分の年金について安心できる制度を作っていくことは緊急の課題であり、この国会で成立を期したい。必要な会期の延長の幅が、あすにも決定されると思う」と述べ、今月３０日までの会期を延長して今の国会での成立を図る考えを示しました。
一方、茂木氏は、記者団が今年度の第３次補正予算案を編成する必要性について質問したのに対し、「来年度の予算編成を行う中で、やるべきことがあれば検討するが、今の段階で具体的に何らかの動きをしているということではない」と述べました。
年金制度改革法案めぐり与野党が議論 日曜討論
ＮＨＫ11月27日 11時27分
ＮＨＫの番組「日曜討論」で、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、自民党が今月３０日までの会期を延長して今の国会での成立を図る方針を示したのに対し、民進党は「十分な審議が行われていない」などとして成立阻止を目指す考えを示しました。
自民党の茂木政務調査会長は、２５日衆議院厚生労働委員会で可決された年金制度改革関連法案の取り扱いをめぐって、「年金はすぐには下がらない。平成３１年から生活に困っている人の年金は上げる。５年後の平成３３年度以降も賃金が上がれば年金も上がる。仮に賃金が下がった場合に年金も下がるという形で、そのケースは極めて少ない。国会の会期はあと３日であり、法案の今後の審議スケジュールや、年末には来年度の予算編成などもあることを踏まえ、あすにも延長幅を決めることになると思うが、その中で必ず成立させていただきたい」と述べました。
公明党の石田政務調査会長は「野党は、カット、カットと言うが、受給している世代と、その子どもや孫の世代ぐらいまでは見通しがつき、年金制度は大丈夫だという信頼を確保しなければならない。国会の会期は延長せざるをえず、その範囲の中で法案を成立させたい」と述べました。
民進党の大串政務調査会長は「将来、どういう年金額を受け取れるのか十分な試算がなく、政府のしっかりした説明もないままに、年金の根幹を変えてしまうような法案には、断じて賛成できない。国民が納得できる抜本的な改革の議論は不可避だ。十分な審議が行われない中で強行採決し、今国会で会期を延長してまで成立させようとするのは、言語道断だ」と述べ、成立阻止を目指す考えを示しました。
共産党の小池書記局長は「法案の年金をカットする部分は５年後から発動されるのに、なぜこんなに急いで強行するのか全く理解できない。今までのルールが大きく変わるのだから、国民が納得のいく議論をするのは当然だ」と述べました。
日本維新の会の下地国会議員団政務調査会長は「年金は絶対に改革しなければならないということは、どの党も分かっている。短期的には、この法案に賛成したが、長期ビジョンは、これからしっかり論議して決めていかなければならない」と述べました。
しんぶん赤旗2016年11月28日(月)

年金カット法案・ＴＰＰ承認案　強行やめ国民の声聞け　ＮＨＫ討論　小池書記局長が主張

　日本共産党の小池晃書記局長は２７日放送のＮＨＫ「日曜討論」に出席し、終盤国会の焦点となっている「年金カット法案」や環太平洋連携協定(ＴＰＰ)承認問題、南スーダンへの自衛隊派遣について与野党の政策責任者と討論しました。 (詳報) 

　衆院厚生労働委員会で自民、公明と維新が採決を強行した「年金カット」法案について自民・茂木敏充政調会長は「国民の年金だから政争の具にしないで」とのべ、公明・石田祝稔政調会長は「年金の信頼性確保が大事」と発言しました。

　小池氏は「信頼するかどうかは国民が決めるものだ。国民の声を聞く参考人質疑をやった直後に強行採決をやった。国民の声を一顧だにせず強行する。年金に対する不信を強めるだけだ。信頼性というのなら国民の納得いく議論をすべきだ」と指摘しました。

　茂木氏が「将来世代の年金水準が下がらないようにするため」と述べたのに対し、小池氏は「賃金が下がれば物価が上がっても年金が下がる仕組みにするのだから、下がった年金が引き渡されることになる。将来世代も年金が下がる仕組みだ」と強調。「年金カットをすると地域経済に打撃を与え、現役世代の暮らしが悪くなれば将来の年金制度も悪くなる」と批判しました。

　ＴＰＰをめぐってはトランプ次期米大統領の離脱表明にもかかわらず、茂木氏は「世界で主導的立場をとっていく」と固執する姿勢を表明。小池氏は「発効しない条約を批准することに意味があるのか。すべてが瓦解（がかい）したわけだから立ち止まり、どうするのかじっくり議論すべきだ」と批判しました。

　小池氏は「今の自民党は官邸がこうと決めたら、やめようという人が出てこない。会期延長には断固反対だし、強行採決を繰り返すやり方は許されない」と述べました。

しんぶん赤旗2016年11月28日(月)

ＮＨＫ日曜討論　小池書記局長の発言

　日本共産党の小池晃書記局長は２７日のＮＨＫ「日曜討論」で、終盤国会の焦点課題について与野党の政策責任者と討論しました。

年金カット法案

強行採決に不信　納得いく議論を

　２５日に自民、公明、維新が強行採決した「年金カット」法案について、自民党の茂木敏充（もてぎ・としみつ）政調会長は「国民の年金だから政争の具にせず、良いものにしていく」と述べ、公明党の石田祝稔（のりとし）政調会長は「年金の将来にわたる信頼性確保が大事だ」と述べました。

　小池氏は「信頼するかどうかは国民が決めることだ。与党は、国民の声を聞くための参考人質疑をやったその日に強行採決した。国民の声を一顧だにせず強行するのは、国民の不信を強めるだけだ」と批判しました。「法案の年金カットは５年後から発動する。なぜ会期末目前に急いで強行するのか。信頼性確保というなら、今までのルールを大きく変えるのだから、国民の納得いくまで議論するのが当然だ」と主張しました。

　民進党の大串（おおぐし）博志政調会長は「年金の根幹を変える内容であり、将来の年金額に関する政府の試算も説明も不十分だ」として「断じて賛成できない」と述べました。

　茂木氏が「将来世代の年金水準が下がらないようにするため」と言い訳したのに対し、小池氏は「賃金が下がれば下がる仕組みにしているんだから、年金水準が下がるのは間違いない。下がった年金が引き渡されるんだから、将来世代も年金が下がる仕組みだ」と指摘しました。

　政府が「世代間の公平性」を理由にしていることが議論となり、小池氏は「世代間を対立させるべきでない。高齢者が安心できる年金制度は、若い世代にとっても親の生活費への心配を取り払うことだ」と指摘。「年金を減らせば地域経済が打撃を受け、現役世代の雇用が減って暮らしが悪くなることで将来の年金制度も悪くなる」と強調しました。

　小池氏は、年金財源について「社会保障の財源といえば何でも消費税というのでは出口のない議論になる」と指摘しました。非正規社員の正規化や、大幅な保育所増設で年金の支え手を増やすこと、さらに厚生年金保険料も月収６２万円を超えたら頭打ちだが、それをたとえば健康保険並みの月収１３９万円まで引き上げれば１・５兆円も収入が増えることを示し、「こういう改革を真剣に検討し、カットではなく希望のもてる方向こそ議論すべきだ」と述べました。

ＴＰＰ･日米関係

批准の意味消失　従属関係見直せ

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認・関連法案や今後の日米関係が議論になりました。茂木氏は米国のトランプ次期大統領が、就任初日にＴＰＰ離脱を通知すると表明しても日本は批准を進めるとし、「日本が世界で主導的立場をとっていく」、石田氏は「自由貿易に対するスタンスを示すことになる」とのべ、ＴＰＰ承認に固執する姿勢を示しました。

　小池氏は「ＴＰＰは米国が入らないと発効しない。発効しない条約を批准することにどういう意味があるのか。協定案の提案理由から全てが瓦解（がかい）したのだから、立ち止まり、日本はどうするのかしっかり議論すべきだ」と主張。さらに「今の自民党は官邸がこうと決めたら、やめようという人が出てこないのが不思議だ。会期延長には断固反対だし、強行採決を繰り返すやり方は、やめるべきだ。米国が入らないといっているのだから、日本はどうするのかしっかり議論すべきだ」と述べました。

　大串氏は「ＴＰＰの条約の内容に問題がある。米国次期大統領が離脱表明するなか、なぜ日本だけが前のめりなのか。一呼吸おくべきだ」と主張しました。

　小池氏は、安倍晋三首相がトランプ氏と真っ先に会談し、「信頼できる関係にあると確信した」と首相が述べたことについて、「会談直後にＴＰＰ離脱と言われ、外交上の成功とはとてもいえない」と指摘。「世界がトランプ氏の差別発言などを警戒しているときに異様な対応だ。米国にひたすら付き従う対米従属性がはっきり出た」と批判しました。

　貿易についてトランプ氏が二国間協定推進の姿勢を示していることにふれ、小池氏は「米国の要求を露骨に突きつけられる道に引きずり込まれる」と強調。「日米同盟がこのままでいいのか、安保条約や基地問題も含めて根底から考え直すべき時だ。従属関係を本気で見直す２１世紀にすべきだ」と述べました。

　茂木氏は「“米国がＴＰＰをやめるから日本もやめる”というのが、まさに米国追随だ」と強弁。小池氏は「（ＴＰＰに関しては）米国追随で抜けろと言っているのではない。米国が入らないと発効しないのだから意味がない」と強調しました。

南スーダンＰＫＯ

和平合意は崩壊　非軍事支援こそ

　南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）の自衛隊に対する「駆け付け警護」の任務付与について、茂木氏は「応急・一時的措置だ。首都ジュバは比較的落ち着いている」と正当化しました。

　これに対し小池氏は、国連特別独立報告書は「南スーダンの和平合意は崩壊した」とのべ、４０００人の地域防護部隊をジュバ付近に派遣することをあげて、「（治安が）安定しているというのは本当に無責任な発言だ」と批判しました。ＮＨＫの世論調査でも「駆け付け警護」反対が賛成の２倍にのぼることを指摘し、「自衛隊員を殺し殺される現実的な危険にさらすようなことは絶対やるべきでない。自衛隊は撤退して、憲法９条にもとづく非軍事の人道支援に徹するべきだ」と主張しました。

　ＰＫＯ活動への自衛隊派遣について維新の下地幹郎政調会長は「自衛隊の役割は大きくなっていく。しっかりすすめていく」と表明しました。

　小池氏は「ＰＫＯは変質してきている。自らが交戦主体となって武力を行使し、住民保護を主任務にするようになっている。憲法９条を持つ日本がそもそも参加できないものになりつつある」と指摘。「国連の活動はＰＫＯだけじゃない。さまざまな国連機関が各国のＮＧＯ（非政府組織）と協力して食糧支援、難民支援、人道支援をやっている。９条を持つ日本はそういうところでこそ力を発揮できるし、そうするべきだ｣と述べました｡

　大串氏も「小池さんがおっしゃった、ＰＫＯ自体が軍事に近い領域に入っていく懸念を持つような『駆け付け警護』に、懸念を覚えると言わざるをえない」と述べました。

　これに対し石田氏は「ＰＫＯが変質しているところには行けない」と言い訳。小池氏は「南スーダンはまさにいけない場所だ」と批判しました。

　茂木氏は「駆け付け警護」について、「他国の軍隊を守ることは想定していない」とごまかしましたが、小池氏は「稲田防衛相は『法的には排除されない』と国会で答弁している｣と指摘しました｡

しんぶん赤旗2016年11月28日(月)

モラル喪失政権　暴言のち強行採決　「数にまかせ」　メディアも指摘

　今国会で安倍自公政権は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案でも、「年金カット法案」でも、「強行採決」暴言のあとに実際に強行採決を行うことを繰り返しています。“強行採決ありき”で暴言に何ら反省せず、数の暴力で議会制民主主義を壊す究極のモラルハザード（倫理の喪失）政権となっています。
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　２５日の衆院厚生労働委員会で強行採決された「年金カット法案｣｡萩生田光一官房副長官が「強行採決なんて世の中にあり得ない。採決を強行的に邪魔する人たちがいる」(２３日)と暴論を述べた直後の暴挙でした。

　さらに安倍晋三首相は強行採決当日の委員会質疑で、法案を批判した野党議員に対して「私が述べたことを全くご理解いただいていないようであれば、こんな議論を何時間やっても同じ」と言い放ち、国会審議を軽視する傲慢（ごうまん）な態度を示しました。

　メディアも「いまの自民党は数の力にまかせ、野党の背後にもいる多くの国民の存在を忘れているようだ」（２６日付『朝日』）と指摘しています。

　相次ぐ政府・与党の暴挙は、国民に丁寧に説明しようという誠意さえなく、強権しか「統治」の術（すべ）がないことを自ら告白するものです。

　ＴＰＰでも、所管大臣の山本有二農水相が「強行採決」暴言を２度も行いましたが、辞任を求める多くの世論を無視して続投。与党は、徹底審議で協定の全容と問題点を国民に明らかにするという国会の責務を投げ捨て、衆院でＴＰＰ承認案・関連法案を強行採決しました。

　多国籍企業の利益を保障し、国民の暮らしや権利を全分野で侵害するのがＴＰＰです。その上に、米国のトランプ次期大統領が「ＴＰＰから撤退する」と正式表明し、発効の見通しさえ立っていません。自民党内からも「ＴＰＰが事実上消えた」（小泉進次郎党農林部会長）という声が出ています。

　ところが安倍首相は「ＴＰＰの意義を米国に粘り強く訴え続ける」とつなぎとめようと必死です。そうした姿勢では、さらなる譲歩を米国から迫られることになり、国益や主権を自ら差し出すことになります。

産経新聞2016.11.27 21:29更新 
米ＩＴ４強「ＧＡＦＡ」寡占に危機感、ビッグデータ活用法案が成立へ　延長国会、与野党４党が足並み


　自民、民進、公明、日本維新の会の４党が共同提出した「官民データ活用推進基本法案」が今国会で成立する見通しとなった。インターネットで蓄積された情報「ビッグデータ」を官民が自由に活用できるようにすることが柱。与野党が足並みをそろえた背景には、米大手ＩＴ企業が膨大なビッグデータを寡占している現状への危機感がある。
　法案は２５日の衆院内閣委員会で賛成多数で可決されており、２９日の衆院本会議で可決、参院送付される運び。３０日までの今国会会期の延長が既定路線となり、成立する見通しとなった。
　提出者の平井卓也・自民党ＩＴ戦略特命委員長は２５日の内閣委で、「『ＧＡＦＡ』がデータを囲い込んでいる。データ活用のイニシアチブを取り戻す必要がある」と強調した。
　ＧＡＦＡとは、グーグル、アップル、フェイスブック、アマゾンの米大手４社の頭文字からなる造語。安倍晋三政権は、ビッグデータ活用を「第４次産業革命」推進の柱に位置づけるが、日本国内の自治体や企業によるビッグデータ活用は、世界規模のユーザーを擁するＧＡＦＡなどの後塵を拝している。このため、経団連なども利活用促進を図る法整備を求めていた。
　法案は、官民が持つビッグデータを集約し、だれでも自由に使える「オープンデータ」とする内容。実現すれば、サーバーに蓄積された旅行者の動態を自治体が分析して観光ルートを開発したり、車の走行情報を解析して災害時の支援物資輸送を迅速化したりできる。民間企業による新たな商品やサービスの開発も期待される。
◇　
　《ビッグデータ》　パソコンやスマートフォンから発信され、サーバーに蓄積された大量の情報。明確な定義があるわけではないが、解析すれば人々の関心や動向が把握できるため、商品開発への応用も進んでいる。
与党「年金法案成立を」　全力挙げ阻止と民進、NHK番組

共同通信2016/11/27 11:07

　自民党の茂木敏充政調会長は27日のNHK番組で、年金支給額の抑制を強化する年金制度改革法案について今国会成立の必要性を強調した。民進党の大串博志政調会長は、年金制度の根幹を変えるもので容認できないとして成立阻止へ全力を挙げる考えを示した。

　茂木氏は年金改革法案を巡り「緊急に成立させ、年金制度を整備する必要がある」と指摘。将来の支給水準を維持するのが狙いだと改めて理解を求めた。公明党の石田祝稔政調会長は「子や孫の代まで年金は大丈夫だとの信頼を確保しなければならない」と訴えた。

　大串氏は「年金カット法案であり、断じて賛成できない」と批判した。

「これでふたしよう」民間バスで道ふさぐ　高江ヘリパッド建設で警察

沖縄タイムス2016年11月27日 10:32

　沖縄県東村高江の米軍北部訓練場メインゲート付近の県道上で２６日正午ごろ、ヘリパッド建設に反対する市民らが通行できないよう、警察が「これでふたしよう」と市民らの貸し切りバスを誘導して県道上に留め置き、道をふさいだ。機動隊員や車両で市民らを制止するケースはあるが、民間バスも使ったことに反発の声が上がった。



ゲート（手前左側）への搬入を阻止しようと抗議する市民らを、隊員の人垣と機動隊車両（左）でふさぎ、さらに県道上に貸し切りバスを留め置いて通行を規制した＝２６日正午ごろ、東村高江・米軍北部訓練場メインゲート前

　砂利を積んだトラックの搬入を阻止しようと市民らが集まったが、警察がゲート北側の車道や歩道を車両と隊員の人垣でふさぎ、近づけない状況に。さらに、駆け付けたバスを見た警察が「留め置けば反対派もこっちに通りきれない。これ（バス）でふたしよう」と発言。市民らを制止する隊員らの背後に誘導して留め置いた。

　バスの運転手は「前に進むよう言われ、通すのかと思ったら止められたままだった」と困惑。沖縄平和運動センターの大城悟事務局長は「県警はトラブル防止のためというが、建設に反対する人を邪魔者、犯罪者扱いし、職務の範囲を逸脱している」と批判した。

「人間的魅力」「すごい存在感」カストロ氏悼む

読売新聞2016年11月27日 08時50分

　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、与野党などからは「キューバ革命後の卓越した指導者」（安倍首相）を悼む声が相次いだ。

　政府はフィデル氏の葬儀に、自民党の古屋圭司選挙対策委員長を特使として派遣する方向で調整に入った。古屋氏は日本キューバ友好議員連盟会長を務めている。古屋氏は２６日、「（フィデル氏とは）何度も会談し、人間的魅力とリーダーシップがひしひしと伝わった」などとするコメントを出した。

　民進党の野田幹事長も同日、山形県酒田市で記者団に、「初めて『カストロ』という名前を聞いたのは５歳ぐらいの時。以来、ずっとキューバのリーダーだったことを思うと、すごい存在感のある人だったのだと改めて思う」と語った。共産党の志位委員長は談話を発表し、「キューバ革命を成功に導き、新しい国づくりに大きな貢献をした。また、国連憲章に基づく平和秩序と民主的な国際経済秩序を求める非同盟運動発展のために大きな足跡を残した」と、功績をたたえた。【続きあり】
広島でカストロ前議長「こんなにひどいことを」

読売新聞2016年11月27日 09時11分



原爆死没者慰霊碑に献花するカストロ前議長（２００３年３月、広島市の平和記念公園で）

　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長（９０）の死去が伝えられた２６日、日本でゆかりのある人たちは、「革命家」の素顔を振り返った。

◆細かく質問

　カストロ氏は２００３年に来日した際、広島平和記念資料館（広島市中区）を見学し、何度も「こんなにひどいことを」とつぶやいたという。館長として案内役を務めた畑口実さん（７０）（広島県廿日市市）は「被爆者のことに思いをはせ、人間味のある指導者だと感じた」と話す。

　カストロ氏は被爆者の生活ぶりや、被爆後の病気などについて細かく質問。畑口さんが自らの父親が被爆死したことを語ると、抱きしめられたという。カストロ氏は約４０分間の見学後、芳名録に「このような残虐行為が、決してまた起こりませんように」と書き残した。【続きあり】
カストロ氏死去　中国「友を失った」　各国指導者が追悼
毎日新聞社 2016年11月27日 20時33分 (2016年11月27日 23時30分 更新) 
　２５日に死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長に対し、国際機関や各国指導者から追悼の声が相次いだ。潘基文（バン・キムン）国連事務総長は２６日、「カストロ氏の下で、キューバは識字率や保健の分野で前進した」と業績を評価し、「キューバが改革と繁栄の道を進み続けることを希望する」と述べた。
　中国では国営テレビが特番を組むなど大きく報道。習近平国家主席は弔電で「中国人民は親密な同志と心からの友を失った」と「深い哀悼」を伝えた。
　ＡＦＰ通信によると、フランスのオランド大統領はキューバに対する経済制裁を全面解除するよう呼び掛けた。オバマ米政権は一部を解除したが、米議会の反発は根強い。
　反米闘争などでキューバと長年緊密に連携してきたベトナム政府は２６日の弔電で、「『ベトナムのためにキューバは血をささげることをいとわない』というカストロ氏の不朽の言葉は、常にベトナムの人々の心の中にある」（共産党機関紙ニャンザン）と指摘。ベトナム戦争や国家建設への協力に感謝した。
　朝鮮中央通信によると、北朝鮮の金正恩（キム・ジョンウン）朝鮮労働党委員長は２７日に弔電を送った。カストロ氏を「西半球に初めて、人民が真の主人となった社会主義制度を樹立した」と評価。「反帝国主義・自主確立のための偉業遂行に、特に貢献した著名な政治活動家」と振り返った。
　内戦が続くシリアのアサド大統領も２６日、「現代史において最も厳しい制裁に立ち向かうのを指導した」とたたえた。国営シリア・アラブ通信が報じた。アサド氏ら多数の政権幹部は米欧による資産凍結など厳しい制裁を受けている。反米闘争の象徴的存在であるカストロ氏に自身を重ね合わせ、政権存続の意思を改めて表したものとみられる。【ニューヨーク國枝すみれ、バンコク西脇真一、北京・西岡省二、石原聖、カイロ秋山信一】
カストロ氏葬儀に参列せず＝米在住の実妹フアニータさん


キューバの故フィデル・カストロ前国家評議会議長の実の妹フアニータさん＝２００９年１０月、マイアミ（ＥＰＡ＝時事）
　【マイアミ（米）ＡＦＰ＝時事】２５日に９０歳で死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の実の妹で、米国在住のフアニータ・カストロさん（８３）は、兄の葬儀に参列しないと表明した。米フロリダ州の地元紙ヌエボ・エラルドが２６日、伝えた。
　フアニータさんは「葬儀のため私がキューバへ向かったという妙なうわさがあるので明確にしておくが、私はキューバに帰っていないし、その計画もない」と断言した。また「誰かの死を喜んだりしない」と述べた。ただ「フィデルの妹として、血を分けた一人の死を耐えている」とも語った。（時事通信2016/11/27-11:55）
「反帝国主義に特別な貢献」＝カストロ前議長を称賛－金正恩氏
　【ソウル時事】朝鮮中央通信によると、北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長は２７日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長死去を受け、ラウル・カストロ国家評議会議長に弔電を送り、「反帝国主義、自主確立の偉業遂行に特別な貢献があった」とたたえた。
　また「西半球で初めて真の社会主義制度を樹立した卓越した指導者」と指摘。「（北朝鮮、キューバ）両国の親善協力関係を発展させるため、あらゆる努力を行った」と追悼した。（時事通信2016/11/27-10:54）
正恩氏「卓越した指導者だった」　カストロ氏死去で弔電
朝日新聞デジタルソウル＝牧野愛博2016年11月27日13時39分

朝鮮人民軍第１０４５軍部隊管下山岳歩兵大隊のスキー訓練の指導に訪れて歓迎を受ける金正恩・朝鮮労働党委員長。日時は不明。朝鮮中央通信が２６日報じた＝朝鮮通信
　北朝鮮の金正恩（キムジョンウン）委員長は２７日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、「国の富強・繁栄と人民の幸福のために全生涯をささげた卓越した指導者だった」とする弔電をラウル・カストロ国家評議会議長に送った。朝鮮中央通信が伝えた。
　正恩氏は弔電で「カストロ前議長は西半球に初めて人民が真の主人となった社会主義制度を樹立した」とたたえた。
　北朝鮮とキューバは１９６０年に国交を樹立。韓国政府関係者によれば、カストロ前議長は、金日成（キムイルソン）国家主席らと深い交流があった。キューバ政府は経済を重視して韓国との国交樹立路線に傾いているが、カストロ氏は北朝鮮との関係を重視し続けていたという。
　正恩氏も「変わらぬ革命の原則と信義で、我々の祖国統一と正義の偉業に確固たる支援を寄せた朝鮮人民の親しい友人、同志であった」と強調した。（ソウル＝牧野愛博）
「制裁への抵抗」たたえる＝カストロ前議長死去で－シリア大統領
　【ダマスカスＡＦＰ＝時事】シリアのアサド大統領は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受けて弔意を表明し、米国が科した経済制裁に前議長が「伝説的な抵抗を示した」とたたえた。
　前議長の実弟ラウル・カストロ国家評議会議長に宛てた書簡で、アサド氏は「偉大な指導者フィデル・カストロ氏は国家と人民を率い、数十年間にわたり帝国主義や覇権と闘ってきた」と称賛した。２０１１年のシリア内戦勃発後、欧米諸国が発動した制裁で、アサド氏の側近や軍高官の大半は渡航禁止や資産凍結の対象とされている。（時事通信2016/11/27-05:26）
カストロ前議長は「第２の父」＝マラドーナ氏、死を悼む
　【ザグレブＡＦＰ＝時事】サッカー元アルゼンチン代表のディエゴ・マラドーナ氏は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去について、「彼は第２の父のようだった。ものすごく悲しい」と述べた。アルゼンチン対クロアチアの試合観戦のため訪れたザグレブで、記者団に語った。
　マラドーナ氏はカストロ前議長の熱烈な支持者として知られ、脚には前議長の入れ墨を施している。自身もキューバをたびたび訪れて前議長と面会したほか、薬物使用後のリハビリも同国で行った。（時事通信2016/11/27-01:21）
「カストロ前議長、決して死なない」　ハバナ、静寂の夜
朝日新聞デジタルハバナ＝平山亜理2016年11月28日00時01分

キューバの首都ハバナのハバナ大学で２６日、フィデル・カストロ氏の死を悼み、ろうそくに火をともす学生たち。カストロ氏の遺灰は１２月４日、革命の象徴的な地であるサンティアゴデクーバに埋葬される＝ＡＦＰ時事




　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去から１日が過ぎた２６日夜、首都ハバナ市内は静けさに包まれていた。普段、サルサなどの陽気な音楽が大音量で流れる飲食店や、家族連れなどでにぎわう海岸通りも人出は少なく、ひっそりとしている。飲酒も禁止され、街中を多くの警察車両が巡回する。
　国家評議会は、２６日から遺灰が埋葬される１２月４日までを服喪期間と定めた。追悼集会が行われる革命広場では設営準備が進む。
　年金生活のロイダ・カネル・ロマンさん（７９）は自宅の玄関に黒いリボンを下げた。「フィデルは、決して死なない。私たちの中で生き続ける」と話した。（ハバナ＝平山亜理）
亡命キューバ人「悪魔死んだ」　カストロ氏死去に歓喜
朝日新聞デジタルマイアミ＝木村健一2016年11月28日00時15分

リトル・ハバナで「キューバに自由を」と叫びながら行進する人々。カストロ氏死去を伝える新聞を手にしていた＝２６日午後、マイアミ、矢木隆晴撮影












　米フロリダ州マイアミでは２６日、フィデル・カストロ氏の死去から一夜明けても歓喜が続いていた。亡命キューバ人の多くが住む「リトル・ハバナ」。大通りは数千人であふれかえった。
　キューバ国旗を掲げる人、サルサのリズムで踊る人。フライパンをたたいたり、叫びながら抱き合ったり。人々は思い思いに喜びを表していた。
　ガルシマ・バルギン・ソエルモさん（６９）は妻と共に国旗を掲げた。キューバ革命の起きた１９５９年、両親が独裁政治を恐れ、家族４人で逃れてきたという。「本当は人の死を喜んではいけないけれど、祝わずにはいられない。彼は多くの人を殺し、苦しめた独裁者。だから、うれしい」
　米国での生活は貧しく、楽では…【続きあり】
“追悼ムード”と“歓声” カストロ氏死去めぐり反応分かれる
ＮＨＫ11月27日 11時54分
キューバで半世紀にわたって反米の社会主義政権を率いたフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、キューバ国内では指導者を追悼するムードに包まれる一方、アメリカでは亡命した人たちなどが通りに出て歓声を上げ、反応が明確に分かれています。
現地時間の２５日夜、９０歳で死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長は、１９５９年にキューバ革命で親米政権を倒したあと、社会主義政権を打ちたて平等な教育や充実した医療の実現に力を尽くしアメリカの厳しい経済制裁にも屈しなかったとして尊敬を集める一方、人権を抑圧する独裁者だとして批判も受けてきました。
キューバ国内では、葬儀が行われる来月４日までの９日間を喪に服す期間として建物などに半旗が掲げられているほか、テレビではカストロ氏の業績を振り返る番組が放送されるなど、指導者を追悼するムードに包まれています。
首都・ハバナに住む男性は「キューバにとって偉大な人物が亡くなってしまった。心の底から悲しい」と話していました。
一方、キューバから亡命した人たちが多く住むアメリカ南部フロリダ州のマイアミでは多くの人たちが通りを埋め尽くし、「キューバに自由を」などと書かれたプラカードを掲げて歓声を上げていました。
女性の１人は「カストロ氏は意見が違うだけで多くの人を刑務所に入れるなど、長年にわたって多くの家族を引き裂いてきました。そうした時代が終わったことを祝っています」と話していました。
キューバとアメリカは去年、５４年ぶりに国交を回復しましたが、キューバ国内と亡命した人たちの間で、半世紀にわたって国を率いたカストロ氏の死去をめぐり反応が明確に分かれています。
産経新聞2016.11.27 19:55更新 
【カストロ前議長死去】「解放だ」「自由だ」亡命移民多いマイアミ、お祭り騒ぎ　反米の生涯に米メディア注目

２６日、米ニュージャージー州で、カストロ氏死去の報を聞いて喜ぶキューバ系住民ら（ロイター）
　【ニューヨーク＝上塚真由】キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、米メディア各社は、半世紀にわたり反米姿勢を強硬に貫いたフィデル氏の生涯を大きく報じた。昨年に国交回復を実現し、米国では対キューバの雪解けムードが漂う中、カリスマ指導者の死は改めて人権侵害などの問題をクローズアップさせた。
　大半の米国人にとってフィデル氏は象徴的な存在にすぎないが、米国内に約２００万人いるキューバ系移民は特別な思いで同氏の死去を受け止めた。
　政治亡命してきた移民が多く住む米フロリダ州マイアミではお祭り騒ぎが２６日も続き、人々が路上に繰り出して「キューバの解放だ」「自由だ」などと歓喜の声を上げた。地元のサンセンチネル紙（電子版）は「フィデルは英雄ではない」と強調。「革命で貧しさから人々を救ったのは最初だけだ。残りの６０年間はキューバ国民よりも、自分のことに多くの関心を寄せてきた」と断罪した。
　一方、ニューヨーク・タイムズ紙（電子版）は２６日、「半世紀近く米国とにらみ合い、１１人の大統領を苦しめてきた」と指摘し、フィデル氏の生涯を紹介する動画も公開。若い世代はフィデル氏の死に無関心で国民の間でも世代間のギャップが大きいと紹介するハバナ発の記事も載せた。
　オバマ大統領は昨年７月に国交を回復させたが、共和党が多数を占める議会の反対で経済制裁の解除は見通しが立たず、完全正常化には至っていない。ウォールストリート・ジャーナル紙（電子版）は２６日、「米国とキューバで重要な政権移行が進む中、両国の関係回復への疑問が増している」と言及。対キューバ強硬派の議員らがフィデル氏の訃報を利用し、関係正常化の動きを止めようとしていると指摘した。
産経新聞2016.11.27 10:06更新 
【カストロ前議長死去】米メディア報道「暗殺から生き延びた」「１１人の大統領悩ませた」

国連総会で演説するフィデル・カストロ氏＝１９６０年９月（ゲッティ＝共同）
　フロリダ海峡を挟んでわずか１４５キロの距離にありながら、キューバ革命後の１９６１年に断交後、「近くて遠い」関係を続けてきた米国。オバマ大統領が昨年７月に歴史的な国交回復を実現させ、関係正常化の途上にある。
　米メディアは２６日未明、「一つの時代が終わった」などとトップニュースで一斉に速報。ニューヨーク・タイムズ紙電子版はカストロ氏が「約半世紀にわたって米国とにらみ合い、（オバマ氏を含む）１１人の米大統領を悩ませた」と伝えた。
　米メディアは、米国の支援を受けた反カストロ武装勢力がキューバに侵攻し撃退された６１年のピッグズ湾事件などの歴史的な出来事を列挙した。
　ＡＰ通信はカストロ氏について「社会主義を貫く姿勢は揺らぎないものだった」とし「米国による経済制裁を切り抜け、多くの暗殺計画にもかかわらず生き延びた」と指摘した。（共同）
前議長の影響「歴史が評価」＝カストロ氏死去に弔意－米大統領
【ワシントン時事】オバマ米大統領は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去に弔意を示すとともに、前議長が人々に及ぼした影響について「歴史が記録し、評価するだろう」と表明した。２０１５年７月に国交を回復した米キューバ関係正常化の流れに、実質的な影響はないとみられる。
　大統領は声明で、キューバ国民や米国内のキューバ系市民が、前議長によって国家や個人の生き方を変更されたことを思い起こし「強い感情に襲われているだろう」と語った。
　オバマ氏自身はキューバとの関係改善に当たって、ラウル・カストロ議長との関係を構築したものの、前議長との実際の接点はなかった。前議長に批判的な米国内のキューバ系市民に配慮したためとされる。（時事通信2016/11/27-01:12）
「残忍な独裁者死去」＝カストロ前議長を批判－トランプ氏


ドナルド・トランプ次期米大統領＝９月２６日、ニューヨーク（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長死去を受けた声明の中で、「６０年近くにわたり国民を抑圧してきた残忍な独裁者が死去した」と前議長を批判した。
「反帝国主義に特別な貢献」＝カストロ前議長を称賛－金正恩氏
　現在のキューバについても「全体主義の島のままだ」と非難。「フィデル・カストロがもたらした悲劇や死、苦痛は拭い去れない。しかし、私たちの政権は、キューバ国民が繁栄と自由に向かって進むため全てのことを行う」と強調した。
　トランプ氏の声明は、前議長の死に弔意を示したオバマ大統領やケリー国務長官と対照的なものとなった。　（時事通信2016/11/27-08:22）
カストロ氏死去　トランプ氏批判「残酷な独裁者」
毎日新聞社 2016年11月27日 20時29分 (2016年11月27日 23時30分 更新) 
　【ワシントン会川晴之】２５日に死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長に関し、トランプ次期米大統領は２６日の声明で「約６０年間、国民を弾圧した残酷な独裁者がこの世を去った」と批判した。米国内の保守派を中心とする複雑な感情を背景に厳しい声明となった。
　トランプ氏は、カストロ氏の「業績」は「銃撃隊、盗難、想像を絶する苦難、貧困、基本的人権の否定」だと指弾。トランプ次期政権は「全体主義」のキューバが自由な未来に向かうよう全力を尽くすとの考えを示した。
　オバマ大統領は２６日に弔意を示す声明で、カストロ氏の影響は「歴史が記録し、判断するだろう」と述べた。
　昨年７月に５４年ぶりにキューバとの国交を正常化し、今年３月に米国大統領として８８年ぶりにキューバを訪問したオバマ氏も、米国世論に配慮しカストロ氏とは面会を求めなかった経緯がある。
　両親がキューバからの移民で、共和党の大統領予備選をトランプ氏と戦ったマルコ・ルビオ上院議員は「独裁者は去ったが、独裁体制は残る」と指摘。共和党のマコネル上院院内総務も「フィデル・カストロは亡くなったが、抑圧はそのままだ」と述べた。
死去したカストロ氏 トランプ氏は批判 反米政権はたたえる
ＮＨＫ11月27日 18時44分
２５日死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長について、アメリカのトランプ次期大統領などが人権を弾圧してきたと批判する一方で、シリアや北朝鮮などの反米政権がその半生をたたえるなど、カストロ氏をめぐる評価は分かれています。
キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長は、現地時間の２５日夜、９０歳で死去し、その後、各国の指導者などからの反応が相次いでいます。
このうち、アメリカのオバマ大統領が行ったキューバとの国交回復を批判してきたトランプ次期大統領は声明で、「６０年近くにわたって自国民を迫害した残虐な独裁者が死去した。トランプ政権はキューバの人たちが自由を得られるよう全力を挙げる」と述べ、カストロ氏は、人権を弾圧してきた独裁者だったと批判しました。
また、国際的な人権団体「ヒューマン・ライツ・ウォッチ」も、「フィデル・カストロはあらゆる反対意見を持つ者を罰する弾圧的な制度を築いた」と批判しています。
その一方で、中南米の国々や中国、ロシアの指導者などはカストロ氏の半生をたたえていて、特に反米政権からは、アメリカの植民地主義に対抗した人物として高く評価する声が上がっています。
このうち、シリアのアサド大統領は書簡で、「植民地主義や覇権による支配からの独立や解放を切望する人々を激励した人物として、永遠に人々の記憶の中に生き続けるだろう」と称賛しました。
また、北朝鮮のキム・ジョンウン（金正恩）朝鮮労働党委員長も、弔電を送ってその業績をたたえるなど、カストロ氏をめぐる評価は分かれています。
医療や教育で評価 人権抑圧との批判も
フィデル・カストロ前国家評議会議長をめぐっては、平等な教育の実現や医療の充実に力を尽くしたという評価がある一方、人権を抑圧したという批判もあり、評価は分かれています。
カストロ氏は、資本主義に対する不信感やアメリカに従属した親米政権に国民が不満を募らせる中、１９５９年革命軍を率いて政権を倒し、社会主義政権を樹立しました。そして、食糧や生活物資を配給する制度や医療と教育を無料で提供する政策を導入し、国民の暮らしを保障するための取り組みに力を入れました。
現在、医療についてはＷＨＯ＝世界保健機関の発表で、人口１０００人当たりの医師の数は世界３位のおよそ６．７人と日本とアメリカの３倍近い水準で、中南米の医療先進国として知られています。また、教育についても、ユネスコ＝国連教育科学文化機関によりますと、識字率は、ほぼ１００％だということです。
こうしたことからカストロ氏は、平等な教育の実現や医療の充実に力を尽くしたとして評価されています。
一方、カストロ氏には、反体制派の活動家などを逮捕・投獄してきたという指摘や、メディアを独占したという批判があり、キューバからは何十万もの国民が外国に亡命したとされていて、人権団体は「キューバ国民は、自由な表現やプライバシー、社会活動などの基本的人権を奪われていた」と報告しています。
また、国交を回復し経済制裁の解除を進めているアメリカでも人権問題の改善を優先させるべきだという意見が根強く、カストロ氏をめぐっては評価が分かれています。
カストロ氏死去 東京のキューバ大使館に追悼の記帳台
ＮＨＫ11月27日 18時57分
東京にあるキューバ大使館は、２５日死去したフィデル・カストロ前国家評議会議長を追悼するための記帳を２７日から受け付け、訪れた人がカストロ氏の死を悼んでいました。
東京・港区にあるキューバ大使館では、フィデル・カストロ前国家評議会議長が亡くなったことを受けて半旗が掲げられ、入り口には訪れた人がささげたと見られる花束が供えられていました。
大使館の一室にはカストロ氏の遺影を飾った記帳台が設けられ、２７日午後から来館者の記帳を受け付けています。訪れた人は、ノートにスペイン語で「ありがとう」とか、キューバ革命のスローガンである「常に勝利を目指して」などのメッセージをつづって、カストロ氏の死を悼んでいました。
横浜市の企業に勤めるキューバ人の男性は「カストロ氏には、まだ生きていてほしかったのでショックです。私が大学に通って、日本でこうして働くことができているのもカストロ氏の革命のおかげだと思っているので、感謝しています」と、時折目に涙を浮かべて話していました。
キューバ大使館は、２７日から来月４日まで毎日、記帳を受け付けることにしています。
日キューバ議連の古屋氏、大使館訪問　前議長死去に弔意
朝日新聞デジタル2016年11月27日18時26分

キューバのカストロ前国家評議会議長の死去に伴い、在日キューバ大使館で記帳する古屋圭司・自民党選対委員長。記帳台には生前の写真が飾られていた＝東京都港区


　日本キューバ友好議員連盟の会長で、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の葬儀に首相特使として出席する自民党の古屋圭司・選挙対策委員長が２７日、東京港区のキューバ大使館を訪問し、カルロス・ミゲル・ペレイラ駐日大使に弔意を伝えた。
　古屋氏は記者団に、カストロ氏について「人間的な魅力があった。質素な生活をし、国民と同じ目線に徹してきた姿が多くの国民の共感を得たと思う」と述べた。２００４年から議連会長を務めており、これまでにカストロ氏とは６度会談。１５年に会った際、カストロ氏は、東京電力福島第一原発の事故に関心を示していたという。
カストロ氏悼む記帳台、キューバ大使館に　猪木氏も記帳
朝日新聞デジタル小川崇2016年11月27日23時12分
　キューバ革命を主導したフィデル・カストロ氏の死去を受け、２７日午後、東京都内のキューバ共和国大使館では記帳台が設けられ、訪れた人たちが別れを惜しんだ。
　国旗と白い花とともに、軍服を着た若かりし頃と白ひげをたくわえた晩年の２枚の遺影が飾られた。川崎市の翻訳家加藤恵子さん（７０）はスペイン語で「追悼します」と記した。大学院生だった約１５年前、カストロ氏に影響を与えたキューバ独立の英雄ホセ・マルティの研究のため首都ハバナに約４カ月間滞在。テレビで演説する姿を何度も見た。「円卓の討論番組で６時間くらいずっと話していた。年をとっても自分の言葉で人を引きつける稀有（けう）な存在だった」

キューバ大使館を訪れ、記帳をする人＝２７日午後、東京都港区、嶋田達也撮影




　日本キューバ友好協会理事長で、東京工科大教授の工藤昌宏さん（６４）＝東京都八王子市＝も記帳に訪れた。１９６０年代、協会の前身団体が大使館経由で現地に必要なものを問い合わせると、カストロ氏は「ペンが欲しい」と答えたという。「経済的に貧しくても教員や医者を育てようとしてきた。カストロ氏は誠実で国民を裏切らずに雇用問題などと闘った」
　参院議員のアントニオ猪木氏は２７日午後、記帳している写真をツイッターに載せ、「懐の深い人物でした。私を友人猪木と呼び、お酒を酌み交わしながら語り合った想（おも）い出を忘れることはないでしょう」と書いた。（小川崇）
中日新聞2016年11月27日
 「教育に功績」「権力者」　カストロ前議長死去、県内の声
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、県内の関係者も関心を寄せた。
　十八年前に日本に来るまでキューバで暮らした会社員ルイス・カトウ・バルデスさん（４４）＝名古屋市天白区＝は中学時代、偉大とたたえられた前議長に会った。「何を勉強しているのか」と話しかけられ、うれしかったのを覚えている。学校に無料で行けた一方、好きな米国のロックを自由に聞くことができなかった。「残念だけど、キューバも変わらないといけない。将来に向けた一つのステップでは」と話した。
　二十四歳までキューバで暮らしたアートディレクターのグレコ・モラ・ゴンザレス・ロディレスさん（４３）＝蒲郡市＝は「すばらしい教育をつくった」としながら、「口ばかりで行動が伴わないことも多かった」と話した。
　昨年、国交回復した米国出身の英会話講師マシュー・トーマスさん（２８）＝清須市＝は前議長の印象を「ロシアのプーチン大統領のような権力者」と語る。「米国との対立を思い起こさせる前議長が亡くなり、両国関係は良い方向に進むのでは」と推測した。
訃報、突然か＝カストロ前議長の服喪入り－キューバ


キューバでは２６日、フィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受け、９日間の服喪期間に入った。首都ハバナ市内では、建物に半旗が掲げられた。（ＡＦＰ＝時事）
　キューバは２６日、フィデル・カストロ前国家評議会議長の死去を受けた服喪期間に入った。８月に行われた９０歳の誕生日の祝賀式典や、９月に訪問した安倍晋三首相との会談では、前議長は元気な姿を見せていた。「革命の英雄」の訃報は現地でも、やや突然だったようだ。
　ＡＦＰ通信によれば、共産党機関紙グランマが前議長死去のニュースを電子版に掲載したのは、国営テレビを通じた発表の約５時間後だった。「時間にはおおらか」と評されることが多いキューバで、遅いか速いかは評価が分かれそうだが、ＡＦＰは「不意を突かれたようだ」と伝えている。
　訃報公表時、パーティーに参加していたという洗車業マルコ・アントニオ・ディエスさん（２０）はＡＦＰに、前議長の死去が発表されると音楽が突然やんだと説明。「自宅に戻ってみんなを起こし『フィデルが亡くなった』と伝えた。母は驚いていた」と振り返った。


２６日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の死去が伝えられてから一夜明け、ハバナ市内で開かれた追悼集会で涙を流す学生ら（ＡＦＰ＝時事）
　一方、一夜明けたキューバは服喪の色に染まり始めた。ロイター通信によると、前議長の母校でもある首都のハバナ大学では２６日、学生らが追悼集会を開いた。参加者らはキューバ国旗を振り「フィデル万歳」と絶叫。参加した学生のラウル・アレハンドロ・パルメロスさんは「フィデルはキューバを有名にし、特に貧しく取り残された人々にとって、手本となる国にした」とたたえた。（時事通信2016/11/27-10:45）
キューバ9日間の服喪に　政府施設などに半旗

共同通信2016/11/27 11:19
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26日、キューバの首都ハバナで、死去したフィデル・カストロ前国家評議会議長の写真などを掲げて追悼する人たち（AP＝共同）

　【ハバナ共同】キューバの国家評議会は26日、1959年のキューバ革命の指導者、フィデル・カストロ前国家評議会議長の25日の死去を受け、26日から12月4日までの9日間を国民の服喪期間にすると発表した。4日には前議長の葬儀が予定されている。服喪期間中は政府や軍事施設の国旗を半旗にし、公のイベント開催を控えるよう呼び掛けた。

　ラジオとテレビは期間中、報道番組や愛国的番組、歴史番組に放送を限るとした。混乱などは伝えられていない。

　また、普段は題字や見出しが赤い共産党機関紙グランマなどの新聞が、服喪にあることを示すために全て黒い文字で印刷された。

カストロ氏死去　キューバ、９日間服喪　公的催事中止
毎日新聞社 2016年11月27日 20時46分 (2016年11月27日 23時30分 更新) 
　【サンパウロ朴鐘珠、ニューヨーク國枝すみれ】キューバの国家評議会は２６日、フィデル・カストロ前国家評議会議長の死去に伴い、同日から１２月４日まで９日間の服喪を発表した。公的催事などは中止し、公共施設では半旗を掲げる。テレビやラジオでは歴史、愛国番組を流すという。
　首都ハバナの毎日新聞通信員によると、混乱などは起きていない。２８、２９日に追悼集会が予定される中心部の革命広場では、散歩をする人々が散見されるだけだった。
　市中の屋外インターネット接続スポットには若者が集まり、交流サイトなどを楽しんでいた。女子大生のロイパ・ロドリゲスさん（２２）は「いつかは来ると覚悟していた。市民が街中へ繰り出すかと思っていたが拍子抜けしている」と語った。女性事務員（４８）は「ラウル氏（カストロ氏の弟）が実権を握る間は何も変わらないだろう」と冷めた見方を示した。
　一方、カストロ氏の故郷・東部オルギン県の女性（３８）は毎日新聞の電話取材に「とても悲しい日」と語った。町に人通りは少なく、静まりかえっているという。
「革命家は年金もらってまで生きない」　カストロ氏語録
朝日新聞デジタル2016年11月27日22時37分

１９６０年代、チェ・ゲバラ（左）と話すフィデル・カストロ氏＝ＡＦＰ時事

１９５９年１月、バチスタ政権を倒し、仲間とともにキューバの首都ハバナに入り、車上から手を振るフィデル・カストロ氏＝ＡＦＰ時事

訪日して村山富市首相と握手をするカストロ氏＝１９９５年

１９９６年１１月、ローマ法王ヨハネ・パウロ２世（右）とバチカンで会見したカストロ氏＝ＡＦＰ時事

２００３年、広島の平和記念資料館を訪れ、畑口実館長（左端）から原爆投下について説明を受けるキューバのカストロ国家評議会議長（当時）
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長の歩みを、語録で振り返った。
　●「わたしを断罪せよ、それは問題ではない。歴史はわたしに無罪を宣告するであろう」（１９５３年１０月、モンカダ兵営襲撃に失敗し、裁判を受けた際の弁論）
　●「全世界はアメリカのような国がキューバに対して罪悪的な、残虐な、卑劣な侵略をおこなうことを絶対に許しはしません。たとえ彼らが原子爆弾をもって襲いかかってこようとも、我々はあくまでも抵抗します」（１９６１年４月、米国が支援した反革命部隊によるピッグス湾侵攻事件の後のテレビ演説）
　●「革命的な人民は、彼らの鎖と貧困以外何も失うものはなく、しかも他方では彼らには勝ちとるべき世界があるからであります。帝国主義者となれば話はちがいます。米国の百万長者の場合にはそうはいきません。彼らはたくさんのものを失うのであります」（１９６４年５月、メーデーの演説）
　●「かつてキューバはソ連のやり方をまねしたと言って批判された。いまはソ連の行き方を踏襲しないといって批判される」（１９９０年３月、旧ソ連の共産党一党独裁放棄について記者団に）
　●「（進退について）革命家は年金をもらってまで生きるようなことはしない。わたしは地獄に落ち、そこでマルクスやエンゲルス、レーニンと出会うだろう。地獄の熱さなど、実現することのない理想を待ち続けた苦痛に比べれば何でもない」（１９９４年１０月、仏大衆誌のインタビューで）
　●「（米国の経済制裁に）これまで３５年間耐えてきたのだから、今後１００年でも耐えられる。（キューバから）正常化を求めることは、今も、これからもない。（日本は）米国の良き友人として、カリブの小国との関係を改善するよう助言できるだろう」（１９９５年１２月、訪日時の記者会見）
　●「私も洗礼を受けている。母も祖母も敬虔（けいけん）な信者だった。私は信仰心のあつい人々には敬意を払う。キリストの教えと社会主義や共産主義の思想とは似ている面がある」（１９９６年１１月、ローマ法王ヨハネ・パウロ２世との会見後）
　●「人類は広島の教訓を十分学び取っておらず、世界はまだ危険のふちにいる。たくさんの人々が広島を訪れなくてはいけない」「（キューバ危機を振り返って）私たちは国全部が滅びるのではないかと思った」（２００３年３月、広島の平和記念資料館を訪問。芳名録には「このような野蛮な行為を決して犯すことのないように」と記した）
　●「私がここで話すのはおそらく最後だ。だが、キューバ共産党の思想は残る」（２０１６年４月、キューバ共産党党大会の閉会式で「お別れ演説」）
※「カストロ演説集」（新日本出版社）や当時の新聞記事から
カストロ前議長死去　反米の時代、岐路に

東京新聞2016年11月28日 朝刊

　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が二十五日に死去したのを受け、関係の深かった中南米諸国の首脳からは追悼の言葉が相次いだ。二〇〇〇年代に台頭した反米政権の先導役だったカストロ氏の死去は、資源価格の下落を背景とした左派勢力の退潮を決定付けた。外交関係者は「中南米政治は大きな転換点を迎えた」とみている。　（ニューヨーク・北島忠輔）

　フィデル氏の死去を受け、ベネズエラのマドゥロ大統領はツイッターで「革命と社会主義の遺産を受け継がなければならない」と述べ、ボリビアのモラレス大統領も「主権のために戦うことの誇りを教えてくれた」と死を悼んだ。

	２６日、ハバナ大学でフィデル・カストロ氏の肖像の周りにろうそくをともす学生ら＝ＡＰ・共同
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　両国はキューバとともに反米路線で結束する米州ボリバル同盟（ＡＬＢＡ）の加盟国。米国が主導した自由貿易協定（ＦＴＡ）に対抗して、加盟国間でエネルギーや医療技術などの相互協力を目指すグループだ。

　中南米では、一九九〇年代後半から左派政権の成立が相次いだ。九九年にベネズエラでカストロ氏を師と仰ぐチャベス政権が誕生。二〇〇〇年代にはアルゼンチンやボリビアで左派政権が生まれた。反米を掲げた各国指導者の精神的支柱となったのがカストロ氏だった。

　左派躍進の背景には、原油や鉄鉱石などの価格高騰による収入を原資に、低所得者向けの手当や公共料金値下げで支持基盤を固めたことがある。だが近年は資源価格の低迷で経済が落ち込み、勢いを失っている。

　昨年十一月のアルゼンチン大統領選では、親米右派のマクリ氏が反米左派の候補を破った。翌十二月のベネズエラ国会議員選では、反米路線からの転換を訴えた野党が勝利。故チャベス氏の後継マドゥロ氏は経済危機で支持率が低下、罷免要求を突きつけられている。

　ボリビアでも今年二月、モラレス大統領の四選を可能にする憲法改正を問う国民投票で反対派が勝った。昨年七月に米国と国交回復したキューバも反米色は薄らぎ、米国は民主化の圧力を強めている。

　ある外交筋は「中南米の勢力図が変わりつつある中、カストロ氏の死去は『反米左派』の時代にピリオドを打つかもしれない」と話した。

◆「卓越した指導者」金正恩氏から弔電

　【北京＝城内康伸】北朝鮮の金正恩（キムジョンウン）・朝鮮労働党委員長は二十七日、キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長死去を受け、「国の富強繁栄と人民の幸福のために全生涯をささげた卓越した指導者だった」とたたえる弔電を、ラウル・カストロ議長に送った。朝鮮中央通信が伝えた。

　正恩氏はフィデル・カストロ氏について「西半球に初めて人民が真の主人となった社会主義制度を樹立した」「反帝国主義、自主確立の偉業遂行で特別の貢献をした」と指摘。また「（北朝鮮、キューバ）両国の親善・協力関係を強化・発展させるためにあらゆる努力を尽くした」と強調した。

　両国は一九六〇年八月に外交関係を樹立した。

◆米、対照的な反応

　【ワシントン＝後藤孝好】フィデル・カストロ氏の死去に関し、トランプ次期米大統領は二十六日の声明で「六十年近くの間、自国民を抑圧してきた残忍な独裁者が死去した」と批判した。敵対姿勢を鮮明にしたトランプ氏に対し、キューバとの国交回復を推進したオバマ米大統領は哀悼の意を示し、対照的な反応を示した。

　トランプ氏は「カストロ氏の政治的遺産は、銃殺刑執行や想像を絶する苦しみ、貧困、基本的人権の否定だ」と指摘。「カストロ氏がもたらした悲劇や死、苦痛は決して消えないが、私たちの政権は、キューバ国民が繁栄と自由への旅を始められるようあらゆることを行う」と民主化を支援する考えを示した。

　トランプ氏はオバマ氏が進めたキューバへの経済制裁の緩和に反対している。キューバ政府が人権問題などを改善させない限り、制裁緩和の撤回を検討する。

　一方、ことし三月に米大統領として八十八年ぶりにキューバを訪問して関係改善に取り組んだオバマ氏は声明で「米国とキューバは六十年近く対立してきたが、私の政権は過去を乗り越えようと一生懸命努力してきた」と強調。「キューバ国民には、米国に友人がいることを知ってほしい。カストロ氏が周囲の人々と世界に与えた大きな衝撃は歴史に刻まれ、評価されるだろう」と弔意を表した。
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カストロ氏死去　世界が追悼

　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が２５日に死去したことを受け、世界各国の首脳らが相次いで弔意を表明しました。政治的立場を異にする人々からも「歴史的な人物」「英雄」といった賛辞が寄せられています。

オバマ大統領「歴史が評価」　米国

　【ワシントン＝島田峰隆】オバマ米大統領は２６日、声明を発表し、カストロ氏の死去に哀悼の意を示し、「彼が人々と世界に与えた巨大な影響を歴史が記録し、評価を下すだろう｣と述べました｡

　米国とキューバは２０１５年７月、５４年ぶりに国交を回復しました。声明は「私が大統領職にある間に、われわれは過去と決別し、両国関係が相違ではなく、隣人として共有する多くの点に基づく未来を追求してきた」と強調しました。

　声明は「キューバ国民や米国内にいるキューバ系市民は、フィデル氏が個人や家族の生き方、国家の方向性を数えきれないほどの形で変えたことを思い起こし、強い感情に襲われているだろう」と述べています。

　一方、トランプ次期米大統領は声明で、「６０年近くにわたり国民を抑圧してきた残忍な独裁者が死亡した」とカストロ氏を批判。現在のキューバを「全体主義の島のままだ」と非難しました。

習主席「人民は忘れぬ」　中国

　【北京＝小林拓也】中国の習近平国家主席は２６日、カストロ氏の死去を受け､｢中国人民は１人の親密な同志と真の友を失った」として「深い哀悼」を伝える弔電を送りました。

　習主席は「カストロ同志はこの時代の偉大な人物であり、歴史と人民は忘れない」と強調。「キューバ政府と人民は、カストロ同志の遺志を継ぎ、悲しみを力とし、社会主義建設で不断に新たな成果を上げるだろう」と訴えました。

　習主席は２０１４年７月、李克強首相は今年９月にそれぞれキューバを訪問し、カストロ氏と会談しました。

スイス、２０２９年脱原発は否決見通し　国民投票を実施
朝日新聞デジタルベルン＝松尾一郎2016年11月27日22時53分
　東京電力福島第一原発の事故を受け、スイスで２７日、「２０２９年の脱原発達成」の是非を問う国民投票が実施された。スイス公共放送などによると、反対が上回り、否決される見通しだ。
　スイス連邦政府は福島の事故後、将来の脱原発の方針を示しているが、明確な時期などは定まっていない。今回の国民投票を主導した「スイス緑の党」などは老朽原発の危険性を指摘した上で、「政府は古い原発を安全な限り長く運転させるだろう。本気で代替エネルギーへ投資するためにも古い原発を４５年で止めることが非常に重要だ」（レグラ・リッツ同党党首）と主張。５基ある原発のうち３基を来年に運転停止させるなどして、２９年までの脱原発完了の実現を訴えていた。
　一方、連邦政府や産業界は、同国の電力需要の約３５％を原発でまかなっている現状を踏まえ、代替電力の確保に問題があるなどとし「時期尚早」と反対した。（ベルン＝松尾一郎）
スイス国民投票、脱原発加速の否決確実に 
日経新聞2016/11/28 1:07
　【ジュネーブ＝共同】スイスで27日、脱原発の時期を約５年早めて2029年にすることの是非を問う国民投票が行われ、否決が確実になった。スイスでは既に段階的な脱原発が決まっており、早急に実現すべきだとの環境政党の主張は十分な支持を集められなかった。
　スイスでは既存の原発５基の老朽化を懸念する「緑の党」などが早急な脱原発を主張。一方、政府や経済界は「エネルギー安全保障上問題だ」と反対している。
　スイスは東京電力福島第１原発事故後に新規原発建設凍結と原発５基の段階的な停止を決定。34年には脱原発実現の見通しだが、原発の運転年数をきちんと定めておらず、「ドイツに倣い明確に脱原発に踏み切るべきだ」との声が出ていた。
　政府側は「現段階での脱原発には、石油・石炭火力の電力を輸入する必要があり、地球温暖化対策上好ましくない」としている。
　国民投票にかけられたのは、原発５基の運転年数を45年に定め、17年までに３基を停止、29年には５基全てをストップするとの提案。
スイス国民投票　脱原発５年早める案「否決」

東京新聞2016年11月28日 朝刊

 　【ジュネーブ＝共同】スイスで二十七日、脱原発の時期を約五年早めて二〇二九年にすることの是非を問う国民投票が行われ、否決が確実になった。スイス放送協会が伝えた暫定開票結果によると、賛成が約４６％、反対が約５４％。スイスでは既に段階的な脱原発が決まっており、早急に実現すべきだとの環境政党の主張は十分な支持を集められなかった。

　スイスでは既存の原発五基の老朽化を懸念する「緑の党」などが早急な脱原発を主張。一方、政府や経済界は「エネルギー安全保障上問題だ」と反対している。

　スイスは東京電力福島第一原発事故後に新規原発建設凍結と原発五基の段階的な停止を決定。三四年には脱原発実現の見通しだが、原発の運転年数をきちんと定めておらず、「ドイツに倣い明確に脱原発に踏み切るべきだ」との声が出ていた。政府側は「現段階での脱原発には、石油・石炭火力の電力を輸入する必要があり、地球温暖化対策上好ましくない」としている。

　国民投票にかけられたのは、原発五基の運転年数を四十五年に定め、一七年までに三基を停止、二九年には五基全てをストップするとの提案だった。
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核のゴミ問題を討論　岩手で全国交流集会　“政府は拙速”批判

　盛岡市で２７日、原発再稼働を阻止し、核のゴミ問題を考える「全国交流集会」が開かれ、２７２人が参加しました。主催は原発問題住民運動全国連絡センターと岩手県実行委員会。原発が立地していない県では初めての全国交流集会です。

　実行委員会委員長の髙塚龍之岩手大学名誉教授は、岩手県が高レベル放射性廃棄物の最終処分場の候補とされる可能性が取りざたされていることを指摘し、「国民的議論をもとに最終処分地を合意するというのなら、核のゴミは増やさない、原発ゼロが国民的議論の入り口の最低の条件」と述べました。

　高レベル放射性廃棄物の最終処分をめぐる日本学術会議の原子力委員会への２０１２年の「回答」と１５年の「提言」について今田高俊東京工業大学名誉教授が解説しました。「回答」は最終処分に関する政策の抜本的見直し、暫定保管と総量管理などを提言したもので、今田氏は、合意形成を後回しにしたまま、処分場を決めようとしている政府のやり方を「拙速」と批判しました。

　参加者は「国と東京電力が責任を果たすことを求める１００万人署名」運動成功などを訴えたアピールを採択しました。
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（写真）272人が参加した「原発再稼働ＳＴＯＰ！どうする核のゴミ！全国交流集会」＝27日、盛岡市内


　日本共産党の高橋千鶴子衆院議員と自由党の木戸口英司参院議員らが来賓あいさつしました。

パナマ文書 日本の一般市民の個人情報を悪用 実態明らかに
ＮＨＫ11月27日 12時09分
「パナマ文書」に含まれていた日本の一般市民の個人情報が何者かによって盗まれたもので、香港に流され、ペーパーカンパニーの設立に相次いで悪用されていたことがＮＨＫと香港のメディアの共同取材で明らかになりました。日本人が国をまたいだ犯罪行為に巻き込まれている実態がパナマ文書で判明したのは初めてです。
中米パナマの法律事務所から流出した「パナマ文書」は南ドイツ新聞が入手し、「ＩＣＩＪ＝国際調査報道ジャーナリスト連合」が分析を進めていて、ＮＨＫの調べで７００人を超える日本人の名前が記載されていることがわかっています。
ＮＨＫがパナマ文書に含まれていた日本人の個人情報を調べたところ、東京の飲食店店員や香川の会社員など少なくとも３人の男女のパスポートの写しなどが盗まれたものだったことが明らかになりました。
そして、何者かがこの個人情報を香港にある法律事務所に流してペーパーカンパニーの設立を依頼し、去年、カリブ海のアンギラに３人を代表者とする会社が作られていたことが香港メディア「ＨＫ０１」との共同取材でわかりました。
これらはいずれも出会い系サイトの運営会社として使われていて、被害者の中にはサイトの運営責任者にされ、インターネット上に名前をさらされている人もいました。
パナマ文書によって日本の一般市民が国をまたいだ犯罪行為に巻き込まれている実態が明らかになったのは初めてです。
税理士「今回わかったのは氷山の一角」
香港で３０年近く日本企業向けの事業を行っている会計事務所代表の山本圭一郎税理士は「香港にはペーパーカンパニー設立の仲介業者が数多くあり、中には個人情報をきちんと確認しないで会社を設立するところもあるので、今回のような問題が起きたのだと思う。今回わかったのはあくまでも氷山の一角だと思う」と指摘しています。
香港の議員「取り締まる対策が必要」
盗まれた日本人の個人情報が悪用され香港でペーパーカンパニーが設立されていたことについて、香港の議会にあたる立法会で金融行政を監督する立場のケニス・レオン議員は「何らかのシンジケートや犯罪集団が関わっている可能性がある。今回はパナマ文書によって明らかになった分だけで、ほかにもっと同様の被害があるかもしれない。取り締まる対策が必要で、政府に対して強く訴えていきたい。被害者は外国人で、それは香港の国際金融センターとしてのイメージを汚すことにもつながり、絶対に許せない」と話しています。
パナマ文書 国税庁長官 租税回避に厳しい姿勢で臨む方針
ＮＨＫ11月27日 5時08分
「パナマ文書」をきっかけに租税回避地＝タックスヘイブンを使った税逃れへの批判が高まる中、国税庁トップの迫田長官がＮＨＫのインタビューに応じ、パナマ文書の分析を行っていることを明かしたうえで、国際的な租税回避に対し、厳しい姿勢で臨む方針を示しました。
世界各国の富裕層などによるタックスヘイブンを使った税逃れの実態を暴いた「パナマ文書」には７００人を超える日本人の名前が記載されていることがＮＨＫの調べで判明し、この中には海外にもつ多額の資産をこれまで申告していなかった人もいました。
こうした中、国税庁の迫田英典長官がインタビューに応じ、「パナマ文書に名前が載っているだけで問題があるとは考えていないが、課税上の資料情報の１つとして有効なものと位置づけ、ほかの資料と照合して個別に判断している」と述べ、パナマ文書に名前があった人の過去の税務申告に問題が無かったか分析を進めていることを明らかにしました。
そのうえで「パナマ文書の公開によって国際的な租税回避に対する国民の関心が高まっているので、今まで以上に目を光らせていかなければならない」と述べ、各国の税務当局との間で金融口座情報の交換を進めるなどして、国際的な税逃れに対し厳しい姿勢で臨む方針を示しました。
国税庁は富裕層対策を強化
国税庁は海外に資産を隠す富裕層や各国の税制の違いなどを利用して国際的な租税回避をする企業への課税対策を強化しています。
富裕層に対しては東京国税局など大都市に設置している専門の調査チームを全国的に拡大し、情報収集を強化していくほか、国際的な租税回避に対しても１００か国以上の税務当局との間で、共通ルールに基づいて互いの国の金融口座の情報を自動的に交換する制度が再来年の９月までには始まるなど、国際的な情報交換の枠組みも広がっています。
パナマ文書で一時就任判明　租税回避地の法人役員　小室哲哉氏や天木直人氏も
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 　音楽家の小室哲哉氏やイラク戦争に反対した元外交官の天木直人氏が、タックスヘイブン（租税回避地）の法人の役員を一時務めていたことがパナマ文書の分析で新たに判明した。

　両氏は役員就任を認めている。一方、人気漫画「キャンディ・キャンディ」で知られる漫画家いがらしゆみこ氏や、横浜商科大（横浜市）の大村達弥理事長の名もあったがいずれも関係を否定、第三者が無断で名前を使ったとの見方を示した。

　回避地法人の所有や役員就任に法的問題はないが、資産や経済活動が公になりづらく、各国で対策が議論されている。

　小室氏は二〇〇一～〇二年に英領バージン諸島の法人の役員だった。事務所を通じ「そういう登記があったとは知っているが詳しいことは分からない」と説明した。

　天木氏は〇五年、同諸島の法人の役員になったが、この法人は一年余で登記が消された。天木氏は「外務省退職後に収入のあてがなく、中国人と共同のビジネスに誘われ出資したが失敗した。仮に利益が出れば日本で申告するつもりだった」と話した。

　同文書はパナマの法律事務所の内部資料で、南ドイツ新聞が入手し、各国メディアが参加する国際調査報道ジャーナリスト連合（ＩＣＩＪ）に提供した。日本では共同通信、ＮＨＫ、朝日新聞が分析を続け、これまでにも日本の個人、企業の名が出ている。

　一方、いがらし氏の代理人の著作権管理会社社長は、文書にあるサインは筆跡が違うと説明し、当時出入りした第三者による行為の可能性が高いと指摘。大村理事長は「キツネにつままれたようだ」と話し、父親がスイスの銀行を通じ金融商品を買うのを手伝った際、無断で名前を使われた疑いがあると述べた。

　これらの法人は日本とのつながりが目立たず、四氏の役員就任は書類の精査で発見された。

パナマ文書 名前記載の日本人 ７００人余に
ＮＨＫ11月27日 5時05分
「パナマ文書」をＮＨＫが独自に分析した結果、名前が記載されている日本人が、「ＩＣＩＪ＝国際調査報道ジャーナリスト連合」がこれまで公表してきた人数の３倍にあたる７００人余りにのぼることがわかりました。
「パナマ文書」は中米パナマの法律事務所から流出した租税回避地＝タックスヘイブンにペーパーカンパニーを持つ顧客などのデータで、南ドイツ新聞が入手し、ＩＣＩＪが各国の報道機関と連携して分析を進めています。
ＩＣＩＪはコンピューターによる自動的な抽出で、パナマ文書に名前が記載されている日本人をおよそ２３０人と公表していましたが、ＮＨＫがことし６月から５か月かけてデータを手作業で調べ直した結果、その３倍を超える７１６人の名前を確認しました。
このうち職業や肩書などが特定できた人では、企業の経営者や役員、投資家、医師、弁護士などが目立ち、中にはペーパーカンパニーの口座に税務申告していない巨額の資産を保有していた人もいました。
また、海外で日本の大使を務めた元外交官や、私立大学の理事長、著名な音楽プロデューサーや漫画家の名前があったほか、元暴力団員や脱税や詐欺の罪で過去に摘発された人物も複数いました。一方、国会議員の名前はパナマ文書では確認できませんでした。
元外交官や音楽プロデューサーの名前も
パナマ文書には、元駐レバノン大使で評論家の天木直人さんの名前がありました。天木さんは外務省を退職したあとの２００５年、イギリス領バージン諸島に登記されている会社の取締役になっていました。
天木さんは「自分の名前がパナマ文書に出ているとは知らなかった。外務省を辞め今後の生活に不安を感じていたときに、『中国のビル・ゲイツ』と呼ばれているという中国人の男性から中国で携帯電話の動画配信サービスをするビジネスの誘いを受けた。資本金を２人で折半し１４００万円程度を出した。しばらく頑張ってみたがうまくいかなくなってその中国人とは連絡がつかなくなった。タックスヘイブンを利用して税逃れなどの不正をするつもりなどは全くなかった」と話しています。
このほか、著名人では音楽プロデューサーの小室哲哉さんの名前がありました。パナマ文書では小室さんは２００１年から１年半ほどバージン諸島に登記されている会社の取締役となっていました。複数の日本人や中国人も取締役として名を連ね、香港に本社があるエンターテインメント会社が株主になっています。小室さんは所属事務所を通じて「会社に名前が登記されていたことは認識しているが、詳細はわからない」と話しています。
少女漫画「キャンディ・キャンディ」を描いたことで知られる漫画家、いがらしゆみこさんの名前もありました。パナマ文書ではいがらしさんは１９９８年にバージン諸島に設立された会社の取締役とされています。いがらしさんは設立手続きの書類にあった署名が自分の筆跡とは異なるとしたうえで、「全く身に覚えがない。びっくり、なんですかって感じ。当時は漫画を描いていただけで、会社の作り方など全くわからない。鳥肌が立つほど気味が悪い」と話して、自分の意思でつくった会社ではないとしています。
大学関係者も７人
大学関係者も目立ち、国立大学の教授や職員など少なくとも７人の名前がありました。
このうち横浜市内にある私立大学の理事長は、１９９７年にバハマに設立された会社の取締役となっていました。理事長はＮＨＫの取材を受けるまで、この会社の存在を知らなかったとしたうえで、「同じ取締役の中に面識がある海外の金融機関の担当者の名前がある。金融機関に問い合わせたところ、私が以前、金融商品を購入した際にその商品に関連して会社を設立したのではないかと説明されたが、私はそのことを知らなかった。この会社の存在によって国税当局に疑われたり、変な風評を立てられたりしたら困るので、詳細を調べたい」と話しています。
脱税容疑で告発された人の名前も
パナマ文書には、過去に脱税の疑いで告発された人物の名前も複数ありました。
このうち６年前にインターネット広告で得た所得を隠し、法人税６０００万円を脱税した疑いで国税局から告発された男性は、その翌年、イギリス領バージン諸島に会社を設立していました。男性は「金融商品を扱う事業を始めるために作った会社できちんと税務申告した。会社は２年半前に売却した」と話しています。
また６年前、２億５０００万円の所得を隠したとして国税局から脱税の疑いで告発された金券ショップ運営会社の元社長は、告発される前の年に香港の仲介業者を通してバージン諸島に会社を作っていました。
パナマ文書とは
「パナマ文書」は中米パナマにある法律事務所「モサック・フォンセカ」から流出した内部情報で、顧客が租税回避地＝タックスヘイブンに設立したペーパーカンパニーなどおよそ２１万社に関する膨大なデータが含まれていて、「史上最大のリーク」と言われています。
「ジョン・ドゥー（名無しの権兵衛）」と名乗る匿名の人物から南ドイツ新聞に提供され、アメリカに本部がある「ＩＣＩＪ＝国際調査報道ジャーナリスト連合」が各国の報道機関と連携して分析を進めています。
パナマ文書をめぐる報道では、世界の権力者や富裕層が秘匿性の高いタックスヘイブンを利用した資産隠しや税逃れを行っていた実態が暴かれました。
ロシアのプーチン大統領の古くからの知人による巨額の資産運用や、イギリスのキャメロン前首相がタックスヘイブンの投資ファンドの株式を保有していたことが明らかにされたほか、アイスランドの首相やスペインの産業相が辞任に追い込まれ、各国の政治にも影響が出ています。
資産を海外に逃がす意図も
パナマ文書の中には日本人が秘匿性の高いタックスヘイブンに資産を移し、借金の返済を逃れようと画策したとみられる記録も見つかりました。
官報などによりますと、多額の借金を抱えていた北陸地方の自営業の男性は４年前、債権者への返済額を大幅に減らしてもらうための法的手続きを地元の裁判所に申し立て、４か月後に認められました。
ところがパナマ文書からは、男性がこの手続きのさなかに、インド洋のセーシェルに、匿名のペーパーカンパニーと銀行口座を作ろうとしたことを示す会社の設立申込書などが見つかりました。男性は会社の株主や取締役を自分の名義を隠すことのできる「ノミニー」という仕組みを使うことを希望していました。パナマ文書には資産証明書なども含まれていて、借金を棒引きしてもらう法的手続きを取りながら、一方で資産を海外の匿名口座に隠そうと画策していたことが疑われます。
この男性には関係者を通じて取材を申し入れましたが、これまでのところ応じていません。
また北海道に住む男性医師が３年前、パナマ文書の流出元となった中米パナマの法律事務所にタックスヘイブンでの会社設立について問い合わせたメールが残されていました。
このメールには「最近、日本ではアメリカと同じように医師が患者から訴訟を起こされることがあるので、医師はみずからの資産の保護を真剣に考えるようになっています」とか、「日本は低金利で資産を増やすことができない。香港の銀行に口座を持ちたい」などとタックスヘイブンに会社を設立し、その名義の口座を持つことを検討する理由が具体的に述べられていました。
中国や香港の取引先に名義貸しも
パナマ文書で、タックスヘイブンに設立されたペーパーカンパニーの取締役とされていた中には、中国や香港の取引先に名義を貸したと明かした人が複数いました。
このうち衣類の輸入卸会社の役員だった岐阜県の４０代の男性は、２００８年ごろ取り引きがあった中国・大連の貿易会社の社長から「利益をプールする架空の会社を海外に作りたいので、日本人の名前がほしい」と名義貸しを頼まれ、サモアに会社を作るための書類にサインし、本人だと証明するパスポートの写しを渡したということです。
男性は何らかの不正に使うのだろうと考え、自分が巻き込まれることを心配しましたが、同じように名義貸しをした人がまわりにもいたことや、社長と懇意だったこともあり協力したということです。
また、大阪府に住むサングラスメーカーの４０代の男性社員は２０１１年ごろに仕事で知り合った香港のバイヤーから「インターネットを使って日本で小物を売る商売を始めたい。日本人の名前のほうが信用されるので会社を作ってほしい」と、ペーパーカンパニーの設立を持ちかけられたということです。
男性社員は見返りを期待して協力することにし、自分を取締役とする会社をイギリス領バージン諸島に作りましたが、結局、香港のバイヤーが商売を始めなかったため会社は閉鎖したということです。
社説　揺らぐ民進

宮崎日日新聞2016年11月26日

◆目指す政権の姿と道筋示せ◆
　早期の衆院解散がささやかれる中、民進党の腰が定まらない。安倍政権に対抗する野党共闘を目指しているものの、民進、自由、社民各党との連立政権を前提とした明確な協力構築を求める共産党とそれに反対する支持母体の連合との間で板挟み状態に陥っている。
　党勢回復が期待された蓮舫代表の体制となっても支持率は低迷したまま。目指す政権の姿と、そこに至る道筋を描けていないのが要因だろう。野党第１党の低迷は、安倍政権のさらなる独走を許す。民進党は支持者、有権者に対し、自分たちがどこに向かおうとしているのかを明確にしてほしい。
連合と共産の板挟み
　民進党とは対照的に共産党の戦略は明確で、野党連立構想を唱え続けている。安全保障関連法が成立した昨年９月、志位和夫委員長は安保法制廃止に特化した「国民連合政府」を提唱した。
　さらに今月中旬の中央委員会総会では安保法制の廃止に加え「格差と貧困の是正」「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や沖縄問題での強権阻止」「憲法改悪反対」を一致点とした「野党連合政権」を目指す方針を打ち出した。
　蓮舫代表は次期衆院選小選挙区での共産党との候補者調整について「有権者にとって野党対与党というシンプルな構図が選びやすい」と前向きな考えを示している。
　しかし、相互推薦など表だった協力は拒否、野党連合政権構想に対しても「共産党の片思いの話」と述べ、応じない意向だ。
　連合が、共産党との協力や連立を否定しているためだ。長い間、共産党系の労組と対立してきた経緯が背景にある。神津里季生会長は「共産党とは目指す国家像が異なり、政権選択選挙で手を組むことはあり得ない」と言い切る。
　１０月に行われた二つの衆院補欠選挙でも、野党は候補を一本化したものの、民進党は、共産党とは「相互推薦なし、政策協定なし、横並びの街頭演説なし」の原則で臨んでいる。
不明確な衆院選対応
　こういった対応に志位氏は「連合は『共産党と一線を画せ』と要求している。連合の要求に従う道を選ぶのか、野党と市民との共闘の道を選ぶのか」と反発。さらに小選挙区の大半で候補者を立てる方針を表明、民進党に踏み込んだ協力を築くよう求めている。
　民進党執行部には「次の衆院選で政権を取ろうとは思っていないので政権選択にならない」として協力に前向きな声がある。だが、衆院選が政権を選ぶ選挙であることは否定できない。民進党自体が定数４７５の過半数となる２３８小選挙区に候補を擁立しようとしているのは、次の衆院選が政権選択であることを示している。
　共産党と組まないのなら、どんな政権をつくるのか。民進党に投票する上で不可欠な判断材料だ。
　目の前の議席増だけに心を奪われて、国民の信を失うようなことがあってはならない。 

産経新聞2016.11.28 05:02更新 
主張　憲法審査会　議論の阻止が立憲主義か
　今国会で、憲法審査会は衆院で２回、参院で１回議論をした。だが、会期が延長されても肝心の改正項目絞り込みに入る情勢にはない。
　民進党や共産党などが本来の意味を超え、偏った解釈に基づく「立憲主義」を振りかざし、安倍晋三首相や自民党が進めようとする改正論議を阻んでいるからである。
　野党の中にも、日本維新の会など改正論議を求める勢力はある。与党は、国会の常設機関の円滑な進行を妨げる政党に、どう対処するか、という課題も抱える。
　議論に前向きな政党との間で直接、憲法を論じ合うことも視野に入れるべきではないか。
　国民の自由や権利を守るため、憲法で権力の行使を制限する。立憲主義の眼目を否定する政党は、自民党も含め存在しない。
　安倍首相も１月の国会で、「立憲主義に則（のっと）って政治を行うことは当然だ」と語った。自民党は立憲主義に反する憲法改正を目指しているわけではない。
　むしろ奇妙なのは、民進党や共産党の憲法観である。憲法の役割は立憲主義に基づく権力の制限だけだといわんばかりだ。
　自民党の憲法改正草案は、国柄や歴史、文化への言及がある。大震災や有事に備え、国民や憲法秩序を守るために一時的に権力行使の範囲拡大を認める、緊急事態条項を盛り込んでいる。
　民進、共産両党は、これらが立憲主義に反していると退けようとするが、偏ってはいないか。
　現行憲法の第一章は「天皇」について記載してある。日本は天皇と国民が共に歩んできた歴史を持つという、文字通りの国柄を反映した構成をとっている。
　歴史や伝統を憲法の要素として認めたくないなら、今の憲法でも、日本の価値が表れていることをどうみるのか。
　憲法に明確な緊急事態条項を入れておかないと、想定外の災害が襲ってきたとき国民の生命を守り抜くことに支障を来すかもしれない。両党はその危機感を欠く。
　２４日の衆院審査会で、上川陽子元法相（自民）は「立憲主義に反するとの抽象的な言葉のみで論議が閉ざされてはならない」と述べた。現状を的確に示している。
　独自の改正案も出さず“神学論争”を仕掛け、議会制民主主義の停滞をもたらしている。立憲主義以前の問題ではないか。
徳島新聞11月27日付
社説　憲法審査会再開　多様な議論こそ必要だ
　衆参両院の憲法審査会で実質的な議論が再開された。衆院は約１年５カ月ぶり、参院は約９カ月ぶりだ。
　７月の参院選を経て、安倍晋三首相の下での憲法改正に賛同する勢力が、衆参両院で発議に必要な３分の２以上の議席を占めた後、憲法審が具体的な論議を行うのは初めてである。
　憲法改正が現実味を帯び、国民の憲法への関心は高まりつつある。慎重で丁寧な論議が欠かせない。
　自民党議員は、災害時などに国会議員の任期延長を認める緊急事態条項などを例示し、憲法改正に向けた論議を加速するよう呼び掛けた。
　現行憲法が占領下で制定された経緯に触れ、「国民の自由な意思が反映されたとは言い難い」との見解も示した。
　一方、公明党議員は「日本国憲法を優れた憲法として評価している」として、「不都合があるならば、条項を付け加えていく加憲方式がふさわしい」と訴えた。
　論議を通じて、与党内にも現行憲法の捉え方に大きな差異があることが、改めて明確になったと言える。
　民進党は「安全保障関連法を放置して改憲論議は絶対許されない」との立場である。
　衆院憲法審では、昨年６月の参考人質疑で立憲主義が取り上げられ、自民党推薦を含む憲法学者全員が安保関連法を「違憲」と発言したのを機に、与野党の対立が深まり、機能が停止状態となった。
　今回の再開後、立憲主義などをテーマにした討議でも、民進党は、自民党改憲草案に関して「立憲主義に反する」と指摘。安保関連法に触れて「集団的自衛権を巡る憲法解釈を一方的に変更した」と非難した。
　これに対し、自民党は「草案は立憲主義を否定していない。安保法も憲法の枠内だ」と反論し、応酬が繰り広げられている。
　集団的自衛権や安保法についての憲法解釈に疑義があれば、徹底的に論議し直すのは当然である。
　自民党は国民に憲法改正の必要性を強調しながら改憲項目を絞り込みたいようだが、民進党は応じない方針だ。
　具体的な改憲項目を巡っては、自民党、公明党、日本維新の会の間でも、見解の相違が現れている。
　自民党議員からは、参院選で徳島県と高知県、鳥取県と島根県を一つの選挙区に統合した「合区」を見直すための憲法改正を、優先的な議題とすべきだとの主張も出た。
　だが、公明党議員は「選挙制度はあくまで法律事項だ」と主張し、改憲による合区見直しを否定する。
　このような多岐にわたる議論こそが、国民が憲法審に求めているものではないか。与党対野党、改憲派と反対派の構図に収まり切らない論戦は示唆に富んでいる。主張をぶつけ、掘り下げた議論を重ねることが大事だ。
　改憲項目の絞り込みを急ぐ必要はない。
しんぶん赤旗2016年11月28日(月)

主張　南スーダン新資料　派兵ありきのごまかし許せぬ

　陸上自衛隊が南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）への派兵について作成した資料の中に、反政府勢力の「支配地域」を示した地図があることが判明しました。自衛隊の「ＰＫＯ参加５原則」には｢紛争当事者｣間の停戦合意がありますが、南スーダンでは７月以降、政府軍と反政府勢力の内戦が激化しています。しかし、日本政府は、反政府勢力に｢支配地域｣がないことなどを理由に「紛争当事者」と認めず、｢参加5原則｣は満たされていると説明しています。陸自作成の資料は、政府が自衛隊派兵ありきでいかにでたらめな説明をしているかを示すものです。

「支配地域」の存在隠す

　陸自の資料は、日本共産党の井上哲士参院議員の要求に防衛省が提出しました。南スーダンＰＫＯへの第１０次隊の派兵（５月～）を前に隊員の家族向け説明会で使用されました。資料の中には、「政府派・反政府派の支配地域」と題する南スーダンの地図（２月１日時点）があり、「反政府派支配地域」を赤い線で囲み、「戦闘発生箇所」も示されています。

　政府は、今月２０日から南スーダンへの派兵を始めた第１１次隊に戦争法(安保法制)に基づく「駆け付け警護」などの新任務付与を閣議決定した際、反政府勢力のマシャール前副大統領派は｢紛争当事者｣には当たらないとしました。理由として「同派により『支配が確立されるに至った領域』があるとは言えない」（「新任務付与に関する基本的な考え方」）とし、「支配地域」がないことを挙げました。

　さらに、第１１次隊の派兵を前にした家族向け説明会資料（防衛省が井上議員に提出）でも、第１０次隊の派兵の際と同様の地図（８月１日時点）が掲載されましたが、「政府派・反政府派の支配地域」という表題や、赤い線で囲んだ「反政府派支配地域」の部分は「反政府派の活動が活発な地域」に、「戦闘発生箇所」も「衝突発生箇所」に書き換えられました。

　南スーダンでは、７月にキール大統領派(政府軍)とマシャール前副大統領派との大規模な戦闘が発生し、国連の報告書でも昨年８月の両派の｢停戦合意｣の｢崩壊｣が繰り返し指摘されています。マシャール派を「紛争当事者」と認めれば「ＰＫＯ参加５原則」は成り立たなくなってしまいます。

　内戦激化の中でも、「ＰＫＯ参加５原則」は崩れていないと強弁して第１１次隊を派兵し、加えて「駆け付け警護」などの危険な任務を付与するため、マシャール派には「支配地域」がないかのように資料を改ざんした疑いが濃厚です。「不正確な記述」のため「修正した」（稲田朋美防衛相）などと後になってごまかして済む問題ではありません。

自衛隊の撤退は急務

　南スーダン情勢に関する最新の国連専門家委員会報告書（１５日付）は「さらに一層、悲惨な暴力が激化する可能性が高い」と明記しています。加えて報告書は、政府軍の最高幹部らが国連を敵対視し、ＰＫＯや人道支援活動に対し執拗（しつよう）な妨害を繰り返していると指摘しています。

　「駆け付け警護」の新任務を付与された自衛隊部隊が、政府軍と交戦する事態も起こりかねません。政府軍との戦闘は、憲法９条が禁止する海外での武力行使そのものです。自衛隊の撤退は急務です。

社説　沖縄と基地　「負担軽減」への遠い道
朝日新聞2016年11月27日（日）付
　沖縄県の米軍北部訓練場７８２４ヘクタールの約半分が、来月２２日に返還される。首相官邸と沖縄でそれぞれ式典が開かれる。
　返還は１９９６年の日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）最終報告に盛りこまれていた。２０年越しの懸案が実現すること自体は評価したい。
　一方で疑問や不安も多い。
　安倍首相は９月の所信表明演説で、沖縄の基地負担の軽減策としてこの問題に触れ、「一つ一つ、確実に結果を出すことによって、沖縄の未来を切り拓（ひら）いてまいります」と述べた。
　はたして返還の先に待ち受けているのは、首相が言うような明るい未来なのだろうか。
　訓練場は見返りなしで戻ってくるわけではない。
　老朽化したヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）にかわり、豊かな森を伐採して新しい着陸帯を六つ造ることが条件だ。工事に抗議する県民らを、警備中の大阪府警の警察官が「土人」とののしったのは記憶に新しい。
　手続き上の疑念も、深まりこそすれ解消していない。
　ヘリパッド建設は県の環境影響評価（アセスメント）の対象とされず、代わりに政府は独自アセスを行った。米軍普天間飛行場への配備計画が明らかになる１１年まで、オスプレイが新パッドを使うことは隠された。
　独特の低周波音を含む騒音や風圧による被害拡大は確実で、翁長雄志（おながたけし）知事や地元村長はアセスのやり直しを求めているが、政府にその考えはないようだ。
　ほかにも、年内完成をめざして工事を急ぐあまり、樹木を切り倒す方法を手作業から重機に変えたり、計画と異なる作業用道路の建設を急に決めたりしている。アセスの前提が崩れているにもかかわらず、県が異議を唱えても顧みられない。
　米海兵隊がまとめた「戦略展望２０２５」には、「使用に適さない土地を返還し、限られた土地を最大限に利用できる訓練場を開発する」とあり、事実、米軍に提供されている河口域と新パッドを結ぶ新しい訓練道路の建設工事も始まった。
　負担軽減とは名ばかりで、文書にあるとおり、施設の効率配置による基地機能の強化が進むのではないか。いま沖縄では、そんな懸念が広がっている。
　今回の返還によっても、全国の米軍専用施設の面積のうち沖縄が占める割合は、約７４％から７１％とわずかに減るだけだ。
　この小さな県に、いつまで重い荷を背負い続けさせるのか。県民が実感し納得できる軽減の道をねばり強く探り、実践する。それが政治の責務だ。
社説　核のごみ　処分に残る根本的疑問
北海道新聞11/27 08:55
　原発の使用済み核燃料を再処理して使う核燃料サイクル。この再処理の過程で、高レベル放射性廃棄物が発生する。
　その処分を巡り、国は年内にも、地下に埋める地層処分に適した科学的有望地を公表する方針だ。処分を担う原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）は、札幌を含む各地で意見交換会を開いている。
　しかし、議論を通じて浮き彫りになったのは、国の原発政策に対する根本的な疑問である。
　そもそも、核燃料サイクルは頓挫している。ここから出る「ごみ」を処分する以前の問題なのだ。
　なのに国と電力大手は、このごみの「原料」でもある使用済み燃料を生み出す原発再稼働に前のめりだ。保管場所の確保にさえ窮しているにもかかわらずである。
　国は立ち止まって、原発政策全体を見直すべきだ。
　地層処分では、使用済み燃料からウランとプルトニウムを抽出する再処理の際に生じる高レベル廃棄物を、地下３００メートルより深い場所に埋める。国が２０００年に方針を決めた。
　ガラスと一緒に固めて厳重に包んで４万本以上埋め、数万年先まで安全な状態を保つ計画という。
　しかし、要となる青森県の再処理工場は稼働のめどが立っていない。再処理を経てつくるプルトニウム・ウラン混合酸化物（ＭＯＸ）燃料を使う主役とされた高速増殖炉もんじゅは、廃炉が濃厚だ。
　そんな状態なのに、国は火山や活断層などを避けた科学的有望地を地図に示し、処分地選定に備える姿勢だ。
　ＭＯＸ燃料を通常の原発で再利用するにしても、使用済みのＭＯＸ燃料をどう扱うかが決まっていない問題もある。
　１１年の東京電力福島第１原発の事故で、国民は地震や津波が及ぼす被害の恐ろしさを知った。その１０年以上前に決められた地層処分が、地震多発国の日本で安全と言い切れるのか。
　日本学術会議は昨年、科学的知見を深めたり、国民の合意形成を図るために、高レベル廃棄物を５０年間、地上施設に暫定保管するよう提言した。
　現状では、処分地を絞り込むのは時期尚早だ。国には、核燃料サイクルからの撤退や脱原発をはじめ、大胆な政策変更を見据えた議論を求めたい。
　道は、放射性廃棄物を「受け入れ難い」とする条例を持つ。地方へ押し付けるような手法が認められないのはもちろんだ。
時評　国策としての原子力　立地自治体も主体性を
デーリー東北11月28日
　核燃料サイクル政策を巡り、原子力施設が集中立地する青森、福井両県の８市町村が、連携した取り組みを始めた。今月１６日に合同の初会合を開き、相互の認識を共有。２５日には早速、サイクルの堅持などを求める要望活動を展開した。
　８市町村は、青森県側がむつ市、大間町、東通村、六ケ所村で、福井県側が敦賀市、おおい町、高浜町、美浜町。これまでは県単位で行動していたが、サイクル事業の中核を担う高速増殖炉もんじゅ（敦賀市）について、政府が廃炉を含めて抜本的に見直す方針を決定したのを踏まえ、スクラムを組んだ。
　背景には、政策変更への強い危機感がある。８市町村内には高レベル放射性廃棄物の最終処分場を除く全種類の原子力施設があり、それぞれ関わりが深い。各施設の動向や政策の変更が、地域経済の浮き沈みに直結するとの共通事情も抱えている。各自治体とも「今回の方針が疲弊する地元に追い打ちを掛け、将来的な政策転換にもつながりかねない」と懸念した。
　国に対する不信感もある。これまで「国策に協力する」とのスタンスで施設を受け入れ、推進姿勢を貫いてきた半面、国の主体的な動きは鈍い。もんじゅについても、関係首長が存続を要望した翌日に説明がないまま見直しを決めた。こうした状況から、立地自治体は連携して発言力を高め、国の前向きな対応を促す必要があると判断した。
　サイクルを含めた原子力政策の是非は別として、国はこの動きを重く受け止めるべきだ。事あるごとに強調する「地元との信頼関係」は、言葉だけになってはいないか。要望の柱が財政支援でなく、基本的事項とも言える「国策を変更・決定する際の十分な説明を求める」とされた意味を、深く考えてほしい。
　一方、立地自治体側も、国の対応を求めるだけでなく、いま一度、国策との向き合い方などを考えるべきではないか。
　発言力を高めても、地域振興の根幹を国策に委ねる根本的姿勢は変わっていない。仮に今後、サイクル政策全体を見直すことになった場合、現状のままでは、また煮え湯を飲まされる事態となろう。国策に翻弄（ほんろう）され続けてきた青森は特に、その痛みは分かっているはずだ。
　国策に依存しない、自立した地域振興策を確立するのは容易ではない。すぐに結果が出ないのも事実だ。ただ、それでも新たな可能性は模索し続けるべきではないか。立地自治体側もまた、主体性が求められていることを忘れてはならない。
社説　あすへのとびら　廃炉への遠い道　国民が現実共有せねば
信濃毎日新聞11月27日
　水素爆発で砕け散ったがれきが建物上部に残されていた。
　東京電力福島第１原発１号機。原子炉建屋を覆っていたカバーが今月上旬に外されたばかりだ。建屋上部に積み重なる長さ数メートルのコンクリート片や鉄骨が爆発のすさまじさを物語る。
　上部の残骸撤去がほぼ終了し、遠目には作業が進んでいるように見える３号機建屋も、内部のがれきは放置された状態。１号機建屋北側の４階建て建物は、窓ガラスや壁が吹き飛んだままだ。
　　　＜まだスタートライン＞
　今月中旬、事故から５年８カ月たった福島第１原発を訪れた。
　廃炉作業が進んだのは、事故当時は定期点検中で、炉内に核燃料がなかった４号機だけ。稼働中だった１～３号機は見通しが立っていない。
　建屋内のプールに保管されている使用済み核燃料の取り出しも始まっていない。炉内から溶け落ちた核燃料（燃料デブリ）の取り出し作業は、デブリが存在する場所を探っている段階だ。
　これまでは、１日１５０トン以上増える汚染水対策のほか、除染や大型休憩施設建設など、作業環境の整備に費やされてきた。
　放射線量は大幅に下がり、原子炉建屋から離れた場所では、防じんマスクとベストなどの軽装で作業できる。全面マスクが必要なのは原子炉建屋付近のみだ。
　廃炉作業を進める東電内の組織、福島第１廃炉推進カンパニーは「敷地内のリスクを管理できるようになった」と説明する。廃炉作業のスタートラインに立つのに、５年かかったことになる。
　廃炉はいま、大きな転機を迎えている。費用負担の問題だ。
　経済産業省は１０月、廃炉に必要な費用が想定していた年間８００億円から年間数千億円に拡大するとの試算を示した。東電が試算した総額２兆円から、「数兆円規模」で膨らむことになる。
　増大する理由は燃料デブリにある。炉内は放射線量が高く、人が近づけない。世界でも前例がない廃炉ロボットなどの技術を最初から開発しなければならない。
　廃炉費用だけではない。避難者への賠償費用も当初見込んだ４・９兆円から数兆円規模で増加する。２・５兆円を見込んでいた除染費用も大幅に増えそうだ。
　廃炉費用は東電が負担し、賠償費用は国が立て替えた上で東電と大手電力会社が支払うことになっていた。この枠組みに加え、消費者に新たに費用の負担を求める議論が経産省の有識者会合で進んでいる。電力自由化で新規参入した電力会社（新電力）にまで負担を求める方向にもなっている。
　問題なのは、膨張する事故処理費用の全容が明らかにされないまま、国民負担が際限なく広がる可能性があることだ。
　経産省は具体的な廃炉費用の試算を明らかにしていない。さらに有識者会合は非公開で、議事概要が示されるだけだ。秘密の非公式会合を重ねていたことも１０月下旬に判明した。
　国民負担に直結する重要なテーマが密室で議論され、基本的な情報も開示されない。政策決定過程をチェックできない状況に、国民は納得できるのだろうか。

　東電の財務状況と廃炉の見通しを国民が共有するためにも、政府は全ての情報を公開しなければならない。
　　　＜東電の負担限界まで＞
　地元の状況も深刻だ。福島第１原発の周辺自治体では、放射線量が比較的低い避難指示解除準備区域と居住制限区域が、来年３月末までに解除される見通しだ。順調にいけば、来年春には避難区域は当初の約３分の１に縮小される。
　一方で放射線量が高い帰還困難区域では、除染作業がほとんど進んでいない。
　国道６号沿いの帰還困難区域では、自動車販売店のショールームの大型ガラスが粉々になったまま放置され、飲食店の駐車場は草で覆われていた。住宅敷地の入り口にはバリケードもある。時間は「あの日」で止まったまままだ。
　帰還困難区域が８１％を占める浪江町は、約２万１千人の町民全員が避難の対象になり、現在も継続している。約３割の住民が県外に避難し、仮設の役場も町外を４回も移転した。
　放射線量が低い区域の避難指示が解除されても、人口は当面５千人にしかならない見通しだ。当初の４分の１以下だ。事故の影響は収束する気配もない。
　事故をどう終わらせるのか。前提は事故当事者の東電が最後まで責任を持ち、身を削ってでも廃炉と賠償費用を負担することだ。まずは東電が負担できる限界を詳細に示さなくてはならない。
　国民負担はそれを踏まえて議論すべきだ。現状を直視し、楽観論を廃して問題を詰めたい。 

社説　米ＴＰＰ離脱　グローバリズム是正を

東京新聞／中日新聞2016年11月28日

 　トランプ次期大統領の離脱明言でＴＰＰは実現困難になった。発言の底流にあるグローバル化の歪（ひず）みを是正し修復しなければ、自由な貿易は前に進めないどころか、保護主義へと転落しかねない。

　世界中の新聞、テレビ、雑誌、ネットにあふれる論評、解説がトランプ氏の米大統領当選の衝撃を物語っている。

　なかでも重要な指摘のひとつに「歴史の転換点」がある。

　第二次世界大戦後、自由、人権、民主主義という理念、価値観を掲げてきた米国は内向きになり、外交も安全保障も経済も米国にとって損か得かという「取引」「米国の利益第一主義」に変容していく。米国が主導してきた国際政治、経済の枠組みの終わりという見方だ。

　冷戦終結後の一九九〇年代以降、米英を中心に加速した経済のグローバル化は、多国籍企業が富の偏りや格差の拡大を意に介せず利益を追求する貪欲な資本主義、マネーゲームの金融資本主義に化けた。負の側面が露（あら）わになったグローバル化は、その意味を込め「グローバリズム」と呼ばれるようになる。

　トランプ氏を大統領に押し上げたのは、グローバリズムに押しつぶされる人々の既得権層に対する怒りだった。これを黙殺して貿易の自由化をさらにすすめる環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの離脱は、当然の帰結といえるだろう。

　貿易立国の日本は戦後、関税貿易一般協定（ガット）や世界貿易機関（ＷＴＯ）を成長と安定の土台にしてきた。このため自由貿易の停滞や保護主義の台頭を懸念する声は強い。

　だが、米国をＴＰＰから離脱させる力は、過剰な利益追求や金融資本のマネーゲームに振り回され、暮らしが破綻に追い込まれつつある中低所得者層のぎりぎりの抵抗にある。その事実を直視しなければいけない。

　二十四日の参院ＴＰＰ特別委で安倍晋三首相は「自由で公正な経済圏を作っていく。日本はそれを掲げ続けねばならない」と審議を続ける理由を説明した。

　強者の自由が行き過ぎて弱肉強食となり、社会の公正は蔑（ないがし）ろにされてＴＰＰは行き詰まった。

　グローバリズムの欠陥、その象徴である経済格差を「公正」という価値観で是正しない限り、自由な経済は前に進めない。新たな対立を生みだして世界を不安定にする保護主義の台頭を防ぐことはできない。

社説　年金法案　丁寧な審議で不安を拭え
山陽新聞2016年11月27日 09時00分 更新
　年金支給額の抑制を強化する年金制度改革法案がおとといの衆院厚生労働委員会で、自民、公明両党と日本維新の会の賛成多数で可決された。民進、共産両党は審議が尽くされていないと抗議したが、与党は採決を強行した。
　高齢者にとって給付抑制という「痛み」を伴う改革である。一方、現役世代には年金制度が持続できるのかという不安もあろう。そもそも年金は制度が複雑で分かりにくい。与党は今国会での成立を目指し審議を急ぐが、丁寧な議論に努めて懸念を払わねばならない。
　公的年金は現役世代の保険料負担と国費を中心に、足りない分は積立金を取り崩して財源にする。今後は少子化で保険料収入は減り、年金を受け取る高齢者は増加する。そうした中、法案は支給額を抑えて、将来の年金水準を維持するのが狙いである。
　そのために二つの対策が盛り込まれた。一つは支給額改定のルールを見直す。額は毎年度、物価と現役世代の賃金変動を踏まえ改定される。今は賃金が下がっても物価が上がれば支給額を据え置き、物価よりも賃金が下がったときは下げ幅が小さい物価に合わせて改定する。２０２１年度以降は、どちらの場合も賃金に合わせて減額する。
　もう一つは、少子高齢化に合わせて支給水準の伸びを毎年１％ずつ抑える「マクロ経済スライド」の強化である。０４年に導入されたが、物価や賃金が上がった場合しか適用されないため、実施したのは１５年度の１回だけである。このため今の支給水準は高くなっており、１８年度からは物価下落時の分も景気が回復したらまとめてカットする。
　高齢者には厳しい内容だ。しかし、限られた財源の中で制度を維持していくには、痛みを世代間で分かち合うのはやむを得ないことだろう。
　国が責められるべきは、年金財政悪化への対応が遅れ、影響を広げたとみられることだ。０４年の年金改革ではデフレの長期化を見通せず、中途半端な内容にとどまった。０９年に年金財政を検証した時には問題に気付いたのに、手当てを先延ばしにしてきた。
　野党は「年金カット法案」と批判するが、対案を示して建設的な議論に努めてほしい。論点はいくつもある。特に大きな課題は、支給額抑制の影響が大きいとみられる低年金の人への対応である。政府は対策として、消費税率の１０％への引き上げに合わせて、低年金の人に最大年６万円を給付することを挙げるが、それで十分とは言えまい。
　年金だけでは暮らせず、生活に苦しむ高齢者は増えている。生活保護を受ける高齢者世帯は８月時点で８３万４千余と、過去最多に上っている。まだ働ける人にはその機会を提供して収入を増やしたり、医療や介護の負担を軽くしたりする。年金だけでなく、社会保障全体で対策を考える必要がある。 
社説　カストロ氏死去　平等社会の夢、今なお
朝日新聞2016年11月27日（日）付
　フィデルが死んだ。
　１９５９年のキューバ革命で政権を握ってから半世紀近く、フィデル・カストロ氏は、敵対する米国の隣で革命家と独裁者の二つの顔を持ち続けた。
　強烈な個性で国際的にも長く存在感を放った人間像には、社会主義革命が遠い過去のものとなった今なお、世界の不平等を問い続ける力があった。
　豊かな農場主の家で育ったカストロ氏は、もともと共産主義者ではなかった。革命後にカストロ政権を敵視した米国に対抗してソ連と連携。社会主義体制へとかじを切った。
　さらに米ケネディ政権下の出来事が反米主義を固めた。６１年に米中央情報局（ＣＩＡ）が仕掛けた亡命キューバ人による侵攻事件と、６２年にソ連の核ミサイルを米国が海上封鎖で撤去させたキューバ危機だ。
　カストロ氏はアフリカのアンゴラなど世界の紛争に介入し、「革命の輸出」をはかった。国内では平等な社会づくりをめざして医療や教育に力を入れた半面、反体制派や言論の自由を徹底して抑え込んだ。
　冷戦の終結でソ連圏からの支援が絶たれると、国民の生活水準は一気に悪化し、経済は疲弊した。カストロ氏は０８年に国家元首の地位を退いた後は、表舞台から遠ざかっていた。
　この間、キューバをめぐる状況は大きく変わった。弟のラウル氏の指導の下で経済の改革が進む。そして昨年７月、ついに米国との国交が回復した。
　両国の和解に尽力したオバマ米大統領が任期を終えようとするのをまるで見届けるかのように、カストロ氏は世を去った。
　いったん開かれた歴史の扉を再び閉じ、時代を逆回転させてはならない。
　カストロ氏を敵視する亡命キューバ人の支持を受ける米国の共和党は、これまで禁輸の緩和などに強く反対してきた。
　だが、隣国のキューバと安定した関係を築くことは、米国の安全や経済にも資するはずだ。トランプ次期大統領は、ぜひ肝に銘じてほしい。
　キューバの現政権も、もはや強権や言論封殺では国は統治できないと心得るべきだ。
　カストロ氏の革命家としての原点には、大資本による搾取や腐敗への怒りがあった。それはグローバル化に取り残され、格差に苦しむ現代の世界中の人びとの不満とも重なり合う。
　公正で平等な社会をどう平和的に築いていくか。カストロ氏の死を機に、理想と挫折が交錯した２０世紀の歴史を振り返り、改めて世界の未来を考えたい。
社説　カリスマなきキューバの行方 
日経新聞2016/11/27付
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が90歳で死去した。「革命の世紀」ともいわれる20世紀の一断面を象徴する指導者のひとりだった。
　米国のビジネス界とも結びついた体制が収奪的だとして反旗を翻したキューバ革命が起きたのは、冷戦さなかの1959年。指揮した前議長は米国との関係悪化を望んでいなかったとされるが、時代はそれを許さなかった。
　米国はカストロ政権を「容共的」だとして国交を断ち、一度ならず転覆しようとした。激怒した前議長はソ連に傾斜した。世界が最も核戦争に近づいたとされる62年のキューバ危機には、前議長の反米感情が作用した面もあった。
　経済政策の面でも前議長はソ連に傾斜し社会主義の道を歩んだ。医療や教育の無償化などを評価する声は少なくないが、米国の禁輸もあってキューバの経済は疲弊した。批判的な声に対し前議長は容赦のない弾圧で応じた。
　カリスマ的な独裁者となった前議長は2008年に一線を退き、弟のラウル・カストロ議長が後を継いだ。当面、大きな政治の混乱はないとみられるが、現議長も85歳と高齢だ。トップの座を兄と弟で半世紀以上も占めてきたことは、奇異というしかない。政治を国民に広く開く新たな行き方を、キューバは求められる。
　オバマ米政権が昨年、54年ぶりにキューバと国交を回復したことを、トランプ次期大統領は選挙戦で批判してきた。米国が「キューバいじめ」に回帰すれば抑圧的な体制の延命を促すことになりかねない。冷静な対応を求めたい。
　中南米では、今は亡きベネズエラのチャベス前大統領のように、前議長を慕う左派の指導者や活動家が、少なくない。ただ、原油安の影響もあり足元では左派政権の多くが苦境に陥っている。
　社会主義的な政策の問題を直視する必要が、改めて浮き彫りになっている。前議長の死去を踏まえて、中南米諸国は地に足のついた歩みを強めなくてはならない。
社説　カストロ氏死去　平等社会求めた精神

東京新聞／中日新聞2016年11月28日

 　理想を追い求めた革命家の一方で、独裁者の顔も併せ持っていた。二十五日に死去したキューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長。戦後世界の左翼運動に大きな影響を与えたカリスマだった。

　「もしよかったら、ぼくに十ドル札をください。十ドル札をまだ見たことがないのです」

　カストロ氏が少年だった一九四〇年、ルーズベルト米大統領に書き送った手紙が米国立公文書館に残されている。

　貧しいキューバの人々にとって、豊かな隣国は今でもまぶしい存在だ。カストロ氏も米国にあこがれを持っていたのだろう。

　成人したその少年が腐敗と搾取に怒り、親米の独裁政権を倒す一九五九年のキューバ革命を主導した。以来、約半世紀にわたり米国と対立した。米国は経済封鎖を続け、政権転覆やカストロ氏の暗殺も企てた。

　東西冷戦の真っただ中にあって、カストロ氏は反米の旗手になった。ソ連に傾斜し社会主義路線を選び、平等な社会を目指して医療、教育の無料化を図った。

　キューバは日本の本州の半分ほどの小国だ。海を隔てて百五十キロしか離れていない巨人の圧力に屈せず、独立を守るのは並大抵ではない。カストロ氏は反体制派を容赦なく弾圧し、言論を封殺した。

　弾圧と困窮を逃れて米国に亡命する人々が相次いだ。中にはカストロ氏の家族もいた。後ろ盾だったソ連が崩壊すると苦境は一層深まった。

　ただ、カストロ氏は自身の偶像化を嫌って像の建立は許さず、生活も質素だった。単なる独裁者でないところに、多くの国民がついていったのだろう。

　公正で平等な社会という高い理想と現実の落差。カストロ氏は「私は地獄に落ちるだろう。地獄の熱さなど、実現しない理想を持ち続けた苦痛に比べれば何でもない」と語ったことがある。

　広がる経済格差によって先進諸国の民主社会がむしばまれ、米国はトランプ現象という「鬼子」も生んだ。カストロ氏の革命は未完に終わったものの、その精神を受け継ぐ動きがいつか出てくるだろう。

　キューバは昨年、米国と国交を回復し和解した。オバマ政権は関与することでキューバ社会の変革を促そうとした。

　トランプ次期政権には流れを逆戻りさせないよう求めたい。敵対関係に再び陥ることは米国にも世界にもプラスにはならない。

社説　カストロ前議長死去　キューバ国内の安定に努めたい
愛媛新聞2016年11月27日（日）
　革命後のキューバを率いたフィデル・カストロ前国家評議会議長が死去した。医療や教育面などで他の開発途上国を支援したほか、中南米など世界の左派政権に大きな影響を与えた。
　すでに公職になかったとはいえ、カリスマ的な人気と影響力を誇っただけに国民の動揺は必至だ。実弟のラウル・カストロ議長を中心とする現政権は、国内が不安定にならないよう万全を期してもらいたい。
　フィデル氏は親米独裁政権を倒した１９５９年のキューバ革命以降、国の精神的支柱であり続けたといえる。２００６年に体調を崩し、元首である議長の権限をラウル氏に暫定委譲。０８年に正式に引退し、１１年には共産党最高ポストの第１書記も退いた。それでも、国民の多くが弟の背後に兄の影を見ていたのは想像に難くない。
　現政権にとっては正念場だ。昨年５４年ぶりに国交を回復した米国との関係改善は、人権問題に強硬姿勢を取る「トランプ次期米大統領」の誕生で見通せなくなった。最大の支援国だった旧ソ連崩壊による危機的状態が続いているとされる経済再建など、外交と内政の手腕が本格的に問われる。
　社会主義の堅持を掲げる国の将来像も示さねばならない。７０～８０歳代が中心の「革命世代」から次世代への継承という難しい課題に直面している。ラウル氏自身が１８年に引退すると表明しているだけに、具体的な政策の明示を急ぐ必要があろう。
　フィデル氏は革命の理想として「平等主義」を掲げた。ラウル氏の政策は少し異なる。不動産や自動車の売買を解禁し、個人の起業を試験的に許可するなど、部分的に市場原理を導入しつつある。貧富の差が拡大しているとの指摘もあり、国民の懸念に向き合わねばなるまい。
　取材のため先月キューバを訪れた。学校や病院には、必ずフィデル氏の写真が掲げられていた。革命の根幹として、教育と医療の無償化を特に重視したことが背景にあるのだろう。革命を知らない世代からも尊敬の念を感じた一方、市場経済拡大への期待の高まりもうかがえた。革命と新時代との間で試行錯誤する姿が強く印象に残った。
　フィデル氏は１９９５年と２００３年に日本を訪問し、０３年には広島を訪れている。昨年５月にキューバの自宅で岸田文雄外相と会談した際には、核兵器の悲惨さについて意見を交わした。さらに今年９月には安倍晋三首相と会談し、「核のない世界」に言及した。被爆地訪問や核廃絶の意義を発信した点は高く評価できよう。
　キューバと日本との関係は深い。２０世紀初頭から移民が本格化し、現在は１４００人余りの日系人が暮らす。１５年に訪れた日本人は１万３０００人余りと、前年の２倍近くに急増。キューバ政府関係者は日本企業の進出などにも期待を示す。今後の交流拡大は国の安定があってこそだと、肝に銘じてもらいたい。
カストロ氏死去　社会主義の明と暗を体現
西日本新聞2016年11月27日 10時49分 
　２０世紀の歴史を動かした指導者がまた一人、鬼籍に入った。
　キューバのフィデル・カストロ前国家評議会議長が死去した。１９５９年にキューバ革命を実現させて政権に就き、以来半世紀近くキューバの最高実力者として米国と対峙（たいじ）し続けた。独特の強いカリスマ性で、世界の左翼運動に影響を与えた人物である。
　カストロ氏が指導した革命は、米国資本に牛耳られたキューバを自立させる意味があり、第２次世界大戦後に広がった民族自決の動きと位置付けられる。革命成功後はソ連（当時）と関係を深めて米国と厳しく対決し、キューバ危機も起きた。激動の戦後世界史を体現した人物といえるだろう。
　カストロ氏は国家運営で、徹底的に社会主義の具体化を目指した。医療と教育を基本的に無料化し「国民がお金のことを心配せずに病院にかかり、学校に行ける社会」を実現したことは、その成功例として評価する声も高い。
　しかし、その一方で非民主的な一党独裁を堅持し、反体制派への弾圧を続けた。社会主義の負の側面である。その意味ではカストロ氏も革命家が体制維持に固執する自己矛盾から逃れられなかった。
　東西冷戦後のキューバはソ連の後ろ盾を失い、経済的な苦境に陥る。対策として市場経済を段階的に導入したことにより、キューバにも貧富の差が生まれてきた。
　カストロ氏から権力を譲り受けた弟のラウル・カストロ議長は昨年、オバマ政権の米国と国交回復に踏み切り、伝統的な「反米」路線を転換した。カストロ氏という建国のカリスマを失ったキューバの社会主義政権が、今後どんな道をたどるのか注目したい。
　ソ連崩壊後、世界は資本主義の「独り勝ち」状態となった。そして今、米国をはじめとする資本主義先進国では、ごく一部の富裕層がグローバル化の恩恵を独占し、格差は拡大する一方だ。社会主義にこだわり、米国にあらがい続けたカストロ氏は歴史の勝者だったか、敗者だったか。評価を決めるのはまだ早いのかもしれない。 
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